
 

 

 

 

 

野木町一般廃棄物処理基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年３月 

野木町 
  



 

 

目    次 

Ⅰ 計画策定の基本的事項 ..................................................... 1 

１ 計画策定の趣旨 ......................................................... 1 

２ 計画の位置付け ......................................................... 2 

３ 計画の基本的条件 ....................................................... 3 

４ 計画の推進 ............................................................. 3 

５ 地域の概況 ............................................................. 4 

６ 関連計画等 ............................................................. 6 

Ⅱ ごみ処理基本計画 ........................................................ 12 

１ ごみ処理の現状 ........................................................ 12 

２ ごみの将来推計 ........................................................ 21 

３ ごみ処理の課題 ........................................................ 27 

４ 基本方針及び数値目標 .................................................. 28 

５ 施策 .................................................................. 30 

６ 町民・事業者・行政の役割 .............................................. 32 

７ 収集・運搬計画 ........................................................ 33 

８ 中間処理及び最終処分計画 .............................................. 33 

９ 災害ごみ対策 .......................................................... 33 

Ⅲ 生活排水処理基本計画 .................................................... 34 

１ 生活排水処理体系 ...................................................... 34 

２ 生活排水の処理形態別人口の推移 ........................................ 35 

３ 河川水質の推移 ........................................................ 36 

４ 生活排水処理施設の状況 ................................................ 37 

５ し尿・浄化槽汚泥処理の現状 ............................................ 38 

６ 基本方針 .............................................................. 39 

７ 数値目標 .............................................................. 39 

８ し尿及び浄化槽汚泥の処理計画 .......................................... 40 

◆ 資料編 ◆ ............................................................... 41 

◇ 用語解説 .............................................................. 41 

◇ ごみ処理量内訳 ........................................................ 45 

◇ 将来推計 .............................................................. 46 

◇ 将来推計（目標達成ケース） ............................................ 49 

 

 



 

1 

 

Ⅰ 計画策定の基本的事項 

１ 計画策定の趣旨 

２０世紀から続く大量生産、大量消費、大量廃棄型の社会経済活動は、豊かで便利な生活を私た

ちにもたらしてきましたが、一方では、自然環境の破壊、地球温暖化、大量の廃棄物の発生、そし

て資源の枯渇など、様々な地球規模での環境問題を引き起こしています。 

また、廃棄物を取り巻く環境は、発生量の増加、質の多様化、最終処分場のひっ迫といった問題

が生じているため、廃棄物の排出抑制、資源化といった環境負荷の少ない持続可能な社会経済シス

テムである循環型社会を形成していく必要があります。 

国では、こうした社会情勢を踏まえ、循環型社会の構築を目的として、平成１２（２０００）年

に「循環型社会形成推進基本法」を制定し、その後、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以

下、廃棄物処理法という）や「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」（以

下、容器包装リサイクル法という）、「特定家庭用機器再商品化法」、「食品循環資源の再生利用等の

促進に関する法律」、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」、「使用済自動車の再資源化

等に関する法律」、「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律」、「プラスチックに係る

資源循環の促進等に関する法律」（以下、プラスチック資源循環法という）等の各種リサイクル法

の整備を行いました。 

これらの法制度に基づく施策の面では、平成１５（２００３）年に「循環型社会形成推進基本計

画」を策定し、以降、５年おきに改定され、直近では令和６（２０２４）年に第五次の計画を策

定、推進しています。 

また、栃木県では、以前からごみ処理の広域化を進めて５年ごとの見直しを経ており、野木町か

ら排出される一般廃棄物及びし尿・浄化槽汚泥の中間処理と最終処分は、小山広域保健衛生組合が

行っています。一般廃棄物については、野木町、小山市、下野市が対象で、し尿・浄化槽汚泥につ

いては、野木町、小山市、下野市、上三川町が対象となっています。同組合では、ごみ処理施設の

整備、新たな処理システムの構築を進めています。 

こうした背景の中、野木町は、循環型社会の形成に向け、廃棄物の排出抑制及び資源化につい

て、具体的に数値目標を設定し、目標を達成するための施策としては３Ｒ（リデュース「排出抑

制」、リユース「再使用」、リサイクル「再生利用」）を基本として推進してきました。 

以上のとおり、循環型社会の形成は、平成２７（２０１５）年９月に「持続可能な開発目標（Ｓ

ＤＧｓ）」が国連で採択されたことから、その考えを取り入れた国の「第五次循環型社会形成推進

基本計画」や野木町の「第９次野木町総合計画」をはじめ、国際社会全体で取り組むべき課題とな

っています。 

本計画は、町民・事業者・行政が、循環型社会の形成を目指して、それぞれが相互に連携し、 

積極的に施策に取り組んでいくため、また、生活排水の適切な処理と水質汚濁防止を図るために、

「野木町一般廃棄物処理基本計画」を改訂したものです。 
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２ 計画の位置付け 

野木町一般廃棄物処理基本計画は、廃棄物処理法第６条第１項の規定に基づき、町内における

一般廃棄物及び生活排水の処理に関する事項を定めます。 

本計画の位置付けを図Ⅰ－２－１に示します。計画策定においてはこれらの各種計画等に基づき

策定しました。 

 

図Ⅰ－２－１ 計画の位置付け 

 

野木町一般廃棄物処理基本計画 

 

野木町の計画等 

第９次野木町総合計画（令和８（２０２６）～１７（２０３５）年度） 

第３期野木町総合戦略（令和８（２０２６）～１２（２０３０）年度） 

 

野木町分別収集計画（令和８（２０２６）～１２（２０３０）年度） 

廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図

るための基本的な方針（令和７（２０２５）年２月改正） 

第五次循環型社会形成推進基本計画（令和６（２０２４）年８月閣議決定） 

国の計画等 

栃木県環境総合計画（令和８（２０２６）～１２（２０３０）年度）

 

県の計画等 

 

一般廃棄物（ごみ）処理基本計画（令和６（２０２４）～２０（２０３８）年度）

 

生活排水処理基本計画（令和５（２０２３）～１４（２０３２）年度） 

小山広域保健衛生組合の計画等 
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３ 計画の基本的条件 
 

① 対象地域 

計画対象地域は、野木町全域とします。 
 

② 計画期間 

本計画の計画期間は、令和８（２０２６）年度から令和１７（２０３５）年度までの１０年間と

します。目標年度は、第９次野木町総合計画前期基本計画の期間と整合を図り、中間年の令和１２

（２０３０）年度とします。中間年での進捗や、計画の前提となる諸条件に変動があった場合は、

必要に応じて見直しを行います。 

計画期間：令和８～１７年度   目標年度 ：令和１２年度 
 

③ 計画の構成 

本計画は、「ごみ処理基本計画」（ごみ処理に関する部分）と「生活排水処理基本計画」（生活排

水処理に関する部分）で構成します。 

ごみ処理基本計画では、ごみ処理に関する基本方針を定め、ごみの減量化、資源化に関する計画

等を策定します。 

生活排水処理基本計画では、生活排水（し尿及び生活雑排水）の処理主体別（公共下水道、合併

処理浄化槽等）の処理計画、整備計画を踏まえて生活排水処理に関する基本方針を定め、し尿及び

浄化槽汚泥の処理計画を策定します。 

 

４ 計画の推進 
 

① 計画の周知 

ごみの減量・資源化を推進し、本計画の目標を達成していくためには、町民・事業者・行政が 

協働して取り組んでいくことが必要です。そのため、本計画を広報やホームページ等により広く公

開し、積極的な周知に努めます。また、必要に応じて国や近隣の自治体と連携を図ります。 

また、本計画の適正な進行管理及びごみ処理状況の変化に対応するために、町のごみ処理に関す

る最新情報を収集し、町民・事業者に対して効果的な啓発に努めます。 
 

② 実施計画等の策定 

一般廃棄物処理基本計画の目標の達成に向け、本計画の方針や施策をより具体化した一般廃棄物

処理実施計画を策定し推進していきます。また、資源ごみの分別収集については、分別収集計画を

策定し推進していきます。 
 

③ 計画の進行管理 

本計画を実効性のあるものにするためには、取り組み状況や目標値の達成状況などを定期的にチ

ェック・評価し、施策の改善を行うことが必要です。 

そのため、本計画は、Ｐｌａｎ（計画の策定）、Ｄｏ（施

策の実行）、Ｃｈｅｃｋ（評価）、Ａｃｔｉｏｎ（見直し）の

ＰＤＣＡ サイクルにより、継続的改善を図っていきます。 

Ｐｌａｎ 
実施計画の策定 

Ｃｈｅｃｋ 
実績集計 

Ｄｏ 
施策の実行 

Ａｃｔｉｏｎ 
毎年の見直し 
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５ 地域の概況 

  

① 位置・地勢 

野木町は、栃木県の南端に位置し、ほぼ全域にわたって

関東ローム層からなる平地で、台地と低地（水田）が交錯

しており、古くから農業が盛んでした。周囲は、東南は茨

城県古河市、西は栃木市、北は小山市にそれぞれ接してお

り、東京へ６９．４ｋｍ、県都宇都宮まで４０．１ｋｍの

距離にあります。交通条件としては、町のほぼ中央部を南

北にＪＲ宇都宮線が通り、これに平行して国道４号が走

り、また、新４号国道が町の東側を南北に走っています。 

 

② 人口 

野木町の人口は、緩やかな減少傾向が続いています。その一方で、世帯数の推移は増加傾向が続

いており、核家族化が進んでいることがうかがえます。 

表Ⅰ－５－１ 人口及び世帯数の推移 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

人口（人）  25,038 24,913 24,730 24,541 24,408 24,295 

世帯数（世帯）  10,083 9,841 9,897 9,975 10,083 10,228 

世帯当たり人員（人） 2.5 2.5 2.5 2.5 2.4 2.4 

資料：毎月人口調査（１０月１日現在） 

図Ⅰ－５－１ 人口及び世帯数の推移 

  

■野木町の位置 
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③ 産業の動向 

野木町の産業別従業者数の推移は、第一次産業が横ばいの状態で第二次産業が増加傾向にあり、

第三次産業が減少傾向を示しており、全体としては微増傾向にあります。 

 

表Ⅰ－５－２ 産業別従業者数の推移 

 平成２６（２０１４）年 平成２８（２０１６）年 令和３（２０２１）年 

人数（人） 比率（％） 人数（人） 比率（％） 人数（人） 比率（％） 

農林水産業 16 0.18 42 0.47 76 0.84 

第一次産業 16 0.18 42 0.47 76 0.84 

鉱業 0 0 0 0 0 0 

建設業 462 5.17 435 4.89 415 4.61 

製造業 3,467 38.78 3,707 41.65 3,901 43.33 

第二次産業 3,929 43.95 4,142 46.54 4,316 47.94 

電気・ガス・水道業 6 0.07 21 0.24 14 0.16 

運輸・通信業 244 2.73 261 2.93 308 3.42 

卸売・小売業、飲食店 1,444 16.15 1,427 16.03 1,332 14.80 

金融・保険業 81 0.91 87 0.98 71 0.79 

不動産業 103 1.15 102 1.15 83 0.92 

医療、福祉 1,425 15.94 1,271 14.28 1,402 15.57 

教育、学習支援業 448 5.01 455 5.11 138 1.53 

サービス業 1,244 13.91 1,092 12.27 1,263 14.03 

第三次産業 4,955 55.43 4,706 52.88 4,611 51.22 

総合計 8.940 100 8,900 100 9,003 100 

資料：経済センサス 

 

図Ⅰ－５－２ 産業別（大分類）従業者数の推移 
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６ 関連計画等 

 

① 循環型社会形成推進基本計画 

国は、循環型社会形成推進基本法に基づき、循環型社会の形成に関する施策の総合的かつ計画的

な推進を図るため、「第五次循環型社会形成推進基本計画」を令和６（２０２４）年８月に閣議決

定しています。計画の概要を次に示します。 

表Ⅰ－６－１ 第五次循環型社会形成推進基本計画の概要  

計画期間 令和６（２０２４）年８月閣議決定、指標目標年は令和１２（２０３０）年度 

現状と課題 

〇気温上昇・種の絶滅が加速 

〇バッテリー、自動車、包装材等で再生材利用強化の動き 

〇世界資源需要増で資源獲得競争 

○鉱物等資源の価格高騰と供給懸念 

〇地域経済の縮小、人口減少・少子高齢化、空き家・空き店舗等 

〇大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会からの脱却が必要 

第五次循環計

画の５つの柱 

（重点分野） 

〇循環型社会形成に向けた循環経済への移行による持続可能な地域と社会づくり 

〇資源循環のための事業者間連携によるライフサイクル全体での徹底的な資源循環 

  バイオマスプラスチックの導入量：２００万 t（２０３０年度） 

〇多種多様な地域の循環システムの構築と地域創生の実現 

  １人１日当たりごみ焼却量：５８０ｇ（２０３０年度） 

  廃棄物エネルギーを外部に供給している施設の割合：４６％（２０３０年度） 

  長期広域化・集約化計画を策定した都道府県の割合：１００％（２０２７年度） 

〇資源循環・廃棄物管理基盤の強靭化と着実な適正処理・環境再生の実行 

  最終処分場の残余容量・残余年数 

   ・一般廃棄物最終処分場：２０２０年度水準（２２年分）を維持（２０３０年度） 

      ・産業廃棄物最終処分場：２０２０年度水準（１７年分）を維持（２０３０年度） 

   産業廃棄物委託処理量に対する電子マニフェストの捕捉率：７５％（２０３０年度） 

災害廃棄物処理計画策定率：都道府県・市町村共に１００％（２０３０年度） 

  災害廃棄物に係る教育・訓練実施率：都道府県１００％、市町村６０％ 

  （２０３０年度） 

災害廃棄物処理計画における水害の想定率：市町村６０％（２０３０年度） 

〇適正な国際資源循環体制の構築と循環産業の海外展開の推進 

循環型社会の

全体像に関す

る指標、目標 

 

指標 平成１２年度 令和２年度 令和１２年度 

資源生産性（万円/t） ２４ ４０ ６０ 

一人あたり天然資源消費量（t/人） １７．８ １１．５ １１ 

再生可能資源及び循環資源の投入割合（％） ２０ ２８ ３４ 

入口側の循環利用率（％） １０ １６ １９ 

出口側の循環利用率（％） ３６ ４２ ４４ 

最終処分量（百万 t） ５６ １３ １１ 

資料：循環型社会形成推進基本計画の概要（環境省） 
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② 栃木県環境総合計画 

栃木県は、県内における廃棄物に関する現状等を踏まえ、廃棄物の減量及び適正処理のための施

策を総合的かつ計画的に推進するため、「資源循環推進計画」を策定しておりましたが、脱炭素化、

循環経済、自然再興といった分野の環境政策を総合的に実施して効率的な社会課題の解決などの相

乗効果の発揮が期待できることから、令和８（２０２６）年３月に「栃木県環境基本計画」、「栃木

県気候変動対策推進計画」と統合し、新たな「栃木県環境総合計画」として策定しています。 

表Ⅰ－６－２ 栃木県環境総合計画の概要 

計画期間 令和８（２０２６）～１２（２０３０）年度 

計画の目標 

将来像：自然と共存し、脱炭素と資源循環による「持続可能な環境立県とちぎ」 

基本目標①：カーボンニュートラル（脱炭素化）の推進と気候変動への適応を目指

す「とちぎ」 

基本目標②：サーキュラーエコノミー（循環経済）への移行を推進する「とちぎ」 

基本目標③：人と自然が共生し、ネイチャーポジティブ（自然再興）を推進する

「とちぎ」 

現状に対す

る課題 

カーボンニュートラル（脱炭素化）の推進と気候変動への適応 

・温室効果ガス排出量は着実に減少しているものの、カーボンニュートラル実現に

向け、各分野における取組の加速が必要 

・本県（宇都宮）の年平均気温は過去１００年間で約２．５３℃の割合で上昇 

・気候変動による影響に対処すべく、中長期的な視点に立った適応策を検討・実施 

サーキュラーエコノミー（循環経済）への移行 

・廃棄物の発生抑制や最終処分量の削減は着実に進んできている一方、循環型社会

の構築に向けては更なる取組の推進が必要 

ネイチャーポジティブ（自然再興）の推進 

・本県の生態系の保全に向け希少動植物種の保全・絶滅回避、３０ｂｙ３０ 

（陸と海の３０％以上を健全な生態系として保全）の更なる推進が必要 

・国立公園利用者の満足度が低いため、魅力を高める取組が必要 

・身近な自然を守り育てるため、里地里山の保全に向けた担い手の確保・育成やみ

どりづくり活動団体を増やしていくことが必要 

廃棄物に係

る施策展開 

テーマ１）７Ｒの促進 

 ・発生抑制（リシンク・リフューズ・リデュース）、再利用（リユース） 

 ・再生利用（リファイン・リサイクル） 

 ・再生可能資源への代替（リニューアブル） 

テーマ２）資源循環推進体制の確保 

 ・資源循環に向けた処理体制の確保 

 ・廃棄物・リサイクル産業の振興 

テーマ３）廃棄物等の適正処理の促進 

 ・廃棄物の適正処理 

 ・災害廃棄物の処理体制の整備 

指標（一般廃棄物に関係するものを抜粋） 

No. 項目 
現状値 

令和６年度 

目標値 

令和１２年度 

１ 
県民１人１日当たりの生活系一般廃棄物の排出量 

【ｇ/人・日】 

（令和５年度） 

６３７ 
６２０ 

２ 県内で排出された一般廃棄物の最終処分量【千ｔ】 
（令和５年度） 

５６ 
４５ 

３ 
水害を想定した災害廃棄物処理計画の策定市町数 

【市町】 
８ ２５ 

 

資料：栃木県環境総合計画（素案） 
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③ 小山広域保健衛生組合一般廃棄物（ごみ）処理基本計画 

野木町、小山市、下野市で構成される小山広域保健衛生組合では、循環型地域社会の形成に向

け、今後のごみ処理システムについての基本的な方向を示すものとして、令和６（２０２４）年に

一般廃棄物（ごみ）処理基本計画を改定しています。計画の概要を次に示します。 

表Ⅰ－６－３ 小山広域保健衛生組合一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の概要 

計画期間 令和６（２０２４）～２０（２０３８）年度 

基本理念 人と自然が共生した 地球にやさしい環境づくり 

基本方針 

○構成市町との協働による地域循環型社会の推進 

  ・積極的な情報発信 

  ・開かれた施設を目指す 

○地域循環型社会形成に向け、環境負荷の低減、効率と経済性に配慮した最適な施設

整備と運営 

  ・分別区分やごみ処理体制の統一化 

  ・中間処理による更なる減量化・資源化 

  ・処理施設におけるエネルギー回収と利用 

  ・地域の環境負荷の軽減 

  ・地域の温室効果ガスの削減に貢献 

○徹底した資源循環による最終処分量の削減 

  ・徹底した資源物の分別 

○適正処理の実施 

  ・施設の維持管理 

  ・緊急時・災害時等の対策の検討 

数値目標 

○資源化率 令和４（２０２２）年度：２２．９％  

⇒ 令和２０（２０３３）年度：２９．７％ 

主な施策：生ごみの堆肥化、剪定枝の資源化、プラスチック製容器包装の資源化、

焼却残渣の資源化 

○最終処分率 令和４（２０２２）年度：３．４％ 

 ⇒ 令和２０（２０３３）年度：３％ 

主な施策：焼却灰やばいじんの資源化による最終処分量の削減 

〇燃やすごみの排出量 令和９（２０２７）年度までに平成３０（２０１８）年度比

で５，０００ｔ削減（５５，８１５ｔ） 

           令和２０（２０３３）年度までに 

家庭系：排出量４００ｇ/人・日、事業系：３２．９７ｔ/日 

 実施施策 導入年度 

指定ごみ袋制度の導入（家庭系・事業系） 
令和６（２０２４） 

令和７年度から完全実施 

ごみの分別映像の作成、配布 令和４（２０２２）年度 

雑紙分別保管袋の作成、配布 令和３（２０２１）年度 

直接搬入者の情報を把握し、不適正搬入の対策 令和２（２０２０）年度 

事業所のごみ処理の実態把握、指導 令和３（２０２１）年度 

⑤ 多量排出事業所への訪問指導 令和２（２０２０）年度 

⑥ 公共施設の機密文書のリサイクル処理 令和３（２０２１）年度 

⑦ リサイクル可能な紙類の施設搬入禁止 令和４（２０２２）年度 

⑧ 食品ロスの削減 令和２（２０２０）年度 
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④ 小山広域保健衛生組合一般廃棄物処理基本計画（生活排水処理基本計画） 

小山広域保健衛生組合では、住民に対し生活排水処理の重要性について広報・教育活動を通じて

積極的な啓発を行うとともに、公共下水道の推進、農業集落排水施設及び浄化槽等の地域に即した

生活排水処理施設の整備促進を図り、公共用水域の水質保全・向上から水環境の保全をし、今後も

快適な生活環境を確保するために、小山広域一般廃棄物処理基本計画（生活排水処理基本計画）を

策定しています。計画の概要を次に示します。 

表Ⅰ－６－４ 小山広域保健衛生組合一般廃棄物処理基本計画（生活排水処理基本計画）の概要 

計画期間 令和５（２０２３）～１４（２０３２）年度 

取組・施策 

１． 小山広域クリーンセンター搬入汚泥分析の実施 

肥料の品質管理の一環で、年に１回、構成市町から搬入された汚泥の金属含

有量分析の実施 

２． 小山広域クリーンセンターにおける公害防止の徹底 

公害防止関係法令を遵守するとともに各種項目に設けた基準値を満たすた

め、運転管理及び排水や処理物の性状分析、環境測定等の徹底 

３． 試験農園での栽培試験 

敷地内に試験農園を設け、「すくすく君」を使った野菜類の栽培試験の実施 

４． 生活排水処理の実績 

構成市町の処理英大別人口と年間発生量に整合性を持たせる 

課題 

〇生活排水未処理の解消 

・生活排水処理率１００％達成に向け、公共下水道等の整備区域は公共下水道

等への接続促進、未整備区域は合併処理浄化槽の設置や単独処理浄化槽から

の切替促進 

〇し尿・浄化槽汚泥の適正処理 

 ・排水基準値を超過しないように適正処理の継続 

・浄化槽汚泥の搬入割合が年々高くなっているため、適宜、処理内容の見直し 

〇小山広域クリーンセンターの維持管理 

 ・処理施設の供用開始後１８年が経過しており、処理機器等の老朽化 

 ・処理量の減少や搬入割合の変化に伴い、施設設計条件と乖離 

基本理念・

基本方針 

【基本理念】 

人と自然の豊かな環境の創造 

【基本方針】 

１．住民・事業者・構成市町・組合の協働体制の構築 

  各主体が相互に協働を図り、生活排水処理対策を実施する 

２．生活排水処理の促進 

  公共下水道や農業集落排水区域ではこれらへの接続、それ以外では合併浄化

槽設置を促し、生活排水処理を推進 

３．し尿・浄化槽汚泥の効率的な処理・処分 

  クリーンセンターへの搬入状況に応じ、適宜、処理内容や資源化について検

討し、効率的な処理・処分に努める。 

数値目標 

○生活排水処理率 

令和３（２０２１）年度：８７．７％ 

⇒ 令和１４（２０３２）年度：９２．３％ 
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⑤ 第９次野木町総合計画 

野木町では、令和８（２０２６）年３月にまちづくりの指針となる第９次野木町総合計画基本構

想及び前期基本計画を策定しています。計画の概要を次に示します。 

表Ⅰ－６－５ 第９次野木町総合計画の概要  

計画期間 
基本構想：令和８（２０２６）～１７（２０３５）年度 

前期基本計画：令和８（２０２６）～１２（２０３０）年度 

基本構想 

施策の大綱 

○まちづくりの理念 

「やさしさとやすらぎに満ちた明るいまち」 

○町の将来像 

水と緑と人の和でうるおいのあるまち － 小さくてもキラリと光るまち － 

○基本目標 

1. 豊かな自然と共生するうるおいのあるまち 

2. 幸せあふれる活力あるまち 

3. 人を育み、文化の息づくまち 

4. ともに支え合い、協力しあえるまち 

計画人口 

○総人口の展望（野木町人口ビジョンより ※現在策定中）  

令和 ７（２０２５）年：２４，３２４人 

令和１２（２０３０）年：２３，６４９人 

令和１７（２０３５）年：２２，８７９人 

令和２２（２０４０）年：２２，０１８人 

令和２７（２０４５）年：２１，１７１人 

令和３２（２０５０）年：２０，３６４人 

○計画人口 

令和１７年：２３,０００人 

廃棄物・し尿

処理に関する

施策 

○ごみの減量化・資源化の推進 

 (１)「生ごみの堆肥化」、「資源物、廃食用油のリサイクル」の継続 

 (２)「もやすしかないごみ」指定ごみ袋制度によるごみ減量化及び資源化促進 

○３Ｒ活動の推進 

 (１)町民、事業者への３Ｒ活動に対する情報提供及び働きかけ 

  (２)ごみを生まないライフスタイルへの転換を促し、町民・事業者・行政が一

体となり３Ｒ活動を推進 

 (３)製品プラスチックの分別収集・資源化に対する検討 

○食品ロスの低減  

 (１)「食べきり」「使い切り」「水きり」からなる「３きり運動」の推進 

 (２)食品ロス削減の啓発活動及び、関係機関と連携しフードバンク事業の推進 

廃棄物・し尿

処理に関する

指標 

 

 

 

 

○1人当たりのごみ焼却量 

  令和６（２０２４）年度：４２９．４ｇ/人・日 

⇒ 令和１２（２０３０）年度：４００ｇ/人・日 

関連するＳＤＧｓ 
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⑥ 野木町分別収集計画 

野木町では、容器包装リサイクル法第８条に基づいて、一般廃棄物の大半を占める容器包装廃棄

物を分別収集し、また、地域における容器包装廃棄物の３Ｒ（リデュース、リユース、リサイク

ル）を推進し、最終処分量の削減を図るため、野木町分別収集計画を策定しています。計画の概要

を次に示します。  

表Ⅰ－６－６ 野木町分別収集計画 

計画期間 令和８（２０２６）～１２（２０３０）年度 

基本的方向 
○容器包装廃棄物の発生抑制、再利用、リサイクルを基本とした地域社会づくり 

○全ての関係者が一体となった取組みによる環境負荷の低減 

対象品目 

容器包装廃棄物のうち 

・スチール製容器 ・アルミ製容器 ・ガラス製容器（無色、茶色、その他） 

・飲料用紙製容器 ・段ボール   ・ペットボトル 

・プラスチック製容器包装 

プラスチック資源循環法に基づき 

 ・製品プラスチック 

各年度にお

ける容器包

装廃棄物の

排出量の見

込み 

令和 ８年度：１，９４８ｔ 

令和 ９年度：１，９４７ｔ 

令和１０年度：１，９４６ｔ 

令和１１年度：１，９４５ｔ 

令和１２年度：１，９４４ｔ 

 

⑦ 野木町一般廃棄物処理実施計画 

野木町では、廃棄物処理法第６条第１項の規定により、毎年度の一般廃棄物の処理実施計画を策

定しています。計画の概要を次に示します。 

表Ⅰ－６－７ 野木町一般廃棄物処理実施計画 

計画期間 年度ごとに策定 

ごみ処理実施

計画の項目 

１．計画区域 

２．一般廃棄物の発生量及び処理量の見込み 

３．一般廃棄物の排出を抑制するための方策 

４．分別して収集するものとした般廃棄物の種類・分別の区分及び排出方法 

５．収集運搬計画 

６．一般廃棄物の適正な処理及びこれを実施する者に関する基本的事項 

７．一般廃棄物（ごみ）処理施設の整備に関する事項 

８．その他、一般廃棄物の処理に関し必要な事項 

し尿・浄化槽

汚泥処理実施

計画の項目 

１．計画区域 

２．し尿・浄化槽汚泥の発生量及び処理量の見込み 

３．収集運搬計画 

４．し尿・汚泥処理施設の整備に関する事項 

５．その他し尿・浄化槽汚泥の処理に関し必要な事項 
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Ⅱ ごみ処理基本計画 

１ ごみ処理の現状 

野木町では、資源の循環利用とごみ減量化のために、資源物としてプラ容器、剪定枝、びん・缶・

ペットボトル、古紙、古布、廃食用油を回収し、また、生ごみの堆肥化を行っています。 
 

① 野木町のごみ分別区分 

野木町のごみの分別区分を表Ⅱ－１－１に示します。 

事業所から排出されるごみについては、基本的には家庭系ごみの分別区分に準じています。 

表Ⅱ－１－１ ごみの分別区分 

種類・分別の区分 主な排出物 排出方法 

家
庭
系
ご
み 

生ごみ 
厨芥類、残飯、果物、肉、野菜、漬物、

茶殻、たまごの殻等 
町指定の紙袋に入れる。 

もやすしかないごみ 
紙くず、布類、ビニール類（プラ容器以

外）、革製品、ゴム製品、木くず等 
もやすしかないごみ指定ごみ袋に入れる。 

プラ容器 プラスチック製の容器・包装 透明又は白色半透明の袋に入れる。 

剪定枝 木の枝、小枝等 紙ひもか麻ひもで束ねる。 

不燃ごみ 

せともの、資源物以外の空き缶・びん、

ガラス、金属ごみ等 
透明又は白色半透明の袋に入れる。 

蛍光灯 
透明又は白色半透明の袋に入れる。（購入時の箱

があればその箱を使用することもできる） 

スプレー缶、カセットガス・ライター 

使用後、穴を開けて中身を抜いてから透明又は白

色半透明の袋に入れる。 

（ライターは穴開け不要） 

小型家電（長辺が６０ｃｍ以内の電気・

電池で動く家庭用小型電気製品） 

透明又は白色半透明の袋に入れる。又は、役場・

きらり館・ホープ館に設置した回収ボックスへ随

時排出する。 

可燃系資源物 古紙、古布 古紙と古布はコンテナの脇に置く。 

不燃系資源物 
空きびん・空き缶（飲料用）、ペットボ

トル（飲料用・調味料用）、 

袋などから出して、ペットボトルは青の専用コン

テナに、空きびん・空き缶はオレンジの専用コン

テナにそれぞれ入れる。 

可燃系粗大ごみ 一辺が６０ｃｍを越える可燃性の家具等 
小山広域保健衛生組合中央清掃センターに搬入す

る。又は町委託業者へ運搬を依頼する（有料）。 

不燃系粗大ごみ 一辺が６０ｃｍを超える不燃系の家具等 
小山広域保健衛生組合リサイクルセンターに搬入

する。又は町委託業者へ運搬を依頼する（有料） 

使用済み乾電池 使用済み乾電池 使用済乾電池回収ボックスに随時排出する。 

廃食用油 
廃食用油（サラダ油、菜種油、ごま油

等） 

ペットボトル等の容器に移し替え、町役場・図書

館・きらり館に設置した回収ボックスへ随時排出

する。 

事
業
系
ご
み 

生ごみ 家庭系ごみと同じ 家庭系ごみと同じ 

もやすしかないごみ 

家庭系ごみと同じ。但し、廃プラスチッ

ク類は従業員の飲食に伴って発生したも

のに限る。 

家庭系ごみと同じ 

プラ容器 
家庭系ごみと同じ。但し、従業員の飲食

に伴って発生したものに限る。 
家庭系ごみと同じ 

剪定枝 家庭系ごみと同じ 家庭系ごみと同じ 

不燃ごみ 

家庭系ごみと同じ。但し、金属くず、ガ

ラスくずは飲料用の金属製のふたや総金

属製の什器・家具類に限る。 

家庭系ごみと同じ 

可燃系資源物 家庭系ごみと同じ 南部清掃センターへ搬入する。 

不燃系資源物 
家庭系ごみと同じ。但し、従業員の飲食

に伴って発生したものに限る。 
リサイクルセンターへ搬入する。 

可燃系粗大ごみ 家庭系ごみと同じ 中央清掃センターへ搬入する。 

不燃系粗大ごみ 家庭用ごみと同じ 

 

 

リサイクルセンターへ搬入する。 
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② ごみ処理体系 

野木町のごみ処理体系を以下に示します。 

野木町は粗大ごみを除く家庭系ごみの収集運搬を行い、それ以降の中間処理及び最終処分は小山

広域保健衛生組合が行っています。 

小山広域保健衛生組合では、野木町から排出されたごみのうちもやすしかないごみについては、

中央清掃センターで焼却処理しています。生ごみの堆肥化、剪定枝のチップ化、プラスチック製容

器包装（容リ法対象ビニプラ）の中間処理、可燃系資源物（古紙・古布）の委託処理前一時保管を

南部清掃センターで行っています。不燃ごみの破砕・選別、不燃系資源物（ビン・缶・ペットボト

ル）の中間処理及び委託処理前一時保管についてはリサイクルセンターで実施しています。 

不燃ごみやもやすしかないごみの処理後の残渣については外部へ委託処理・処分していますが、

リサイクルセンターと南部清掃センターでの中間処理によって発生した可燃系残渣については、中

央清掃センターに運搬され、焼却処理を行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ－１－１ ごみ処理体系 
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リサイクルセンター 

生ごみ 

プラ容器 

剪定枝 

可燃系資源物 

もやすしかないごみ 

可燃系粗大ごみ 

不燃ごみ 

不燃系粗大ごみ 

不燃系資源物 

有害ごみ 

資源 

最終処分 

最終処分 

資源 

可燃性残渣 
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③ 収集運搬 

野木町の家庭系ごみのうち、生ごみ、もやすしかないごみ、プラ容器、剪定枝、不燃ごみ、資源

物は、決められた日に分別をしてごみ集積所（ステーション）に出す「ごみ集積所回収方式」を行

っています。家庭系ごみの使用済み乾電池、使用済み小型家電、廃食用油は専用ボックスによる拠

点回収を行っており、廃食用油以外の収集運搬は野木町の委託業者、廃食用油は再生事業者が収集

運搬をそれぞれ行っています。 

また、家庭系ごみの粗大ごみについては、直接搬入するか、委託業者に自ら運搬を依頼すること

になっています。 

事業系ごみについては、事業者自身が清掃センターへ直接搬入するか、野木町の許可業者に自ら

運搬を依頼することになっています。 

表Ⅱ－１－２ 収集運搬の区分 
 種類・分別の区分 収集頻度 運搬方法 運搬者 

家
庭
系
ご
み 

生ごみ 週２回 

ごみ集積所から回収 町委託業者 

もやすしかないごみ 週２回 

プラ容器 週１回 

剪定枝 月２回 

不燃ごみ 月２回 

資源物 月２回 

粗大ごみ 

（可燃系・不燃系） 
随時 

自ら運搬する 

もしくは、町委託業者に運

搬を依頼する（有料） 

自己又は町委託業者 

使用済み乾電池 月１回 専用回収ボックスから回収 町委託業者 

使用済み小型家電 月１回 専用回収ボックスから回収 町委託業者 

廃食用油 随時 専用回収ボックスから回収 廃食用油再生事業者 

事
業
系
ご
み 

生ごみ 

随時（事業者

と許可業者

との契約に

よる） 

自ら運搬する 

もしくは、許可業者に運搬

を依頼する 

自己又は許可業者 

もやすしかないごみ 

プラ容器 

剪定枝 

不燃ごみ 

資源物 

粗大ごみ 

使用済み乾電池 

使用済み小型家電 
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④ 資源化（再生利用）の状況 

野木町から排出されるごみの資源化は主に南部清掃センターとリサイクルセンターで行われます。 

南部清掃センターでは生ごみを発酵させて堆肥化、剪定枝を破砕してチップにして資源化してお

ります。また、プラ容器は圧縮・梱包を行い、指定法人が定めた再商品化事業者へ引き渡しており

ます。加えて可燃系資源物（古紙・古布）はストックヤードに保管して、資源化業者に売却してお

ります。 

リサイクルセンターでは不燃系資源物（びん・缶・ペットボトル）については選別及び一部を圧

縮して資源化業者へ引き渡しております。また、使用済み小型家電、使用済み乾電池については一

時保管して、これらも資源化業者に引き渡しております。 

集団回収されている資源物は、集団回収を行う団体等が民間業者へ直接販売しています。 

野木町における資源ごみの処理体制は以下のとおりになります。 

表Ⅱ－１－３ 資源ごみの処理体制 

 

⑤ 中間処理及び最終処分 

野木町から排出されたごみのうち、もやすしかないごみと可燃系粗大ごみは中央清掃センターで

焼却処理しております。南部清掃センターでは、生ごみの堆肥化、剪定枝のチップ化、プラ容器

（容リ法対象ビニプラ）の中間処理、可燃系資源物の委託処理前一時保管をそれぞれ行っていま

す。リサイクルセンターでは不燃ごみ・不燃系粗大ごみ・不燃系資源物の中間処理や蛍光灯や乾電

池などの有害ごみ・小型家電の一時保管をしています。各ごみ処理施設からは、処理残渣｛焼却残

渣（焼却灰とばいじん）、不燃残渣｝の他、資源物｛不燃系（鉄プレス品、アルミプレス品等）}、

可燃系資源物等を搬出しています。 

小山広域保健衛生組合では、最終処分場を有していないため、中間処理後の残渣は民間業者へ委

託し処分（溶融処理もしくは埋立）しています。 

  

処理対象 処理方法 施設 

生ごみ 堆肥化 南部清掃センター（野木町内） 

剪定枝 
チップ化 

一部堆肥化 
南部清掃センター（野木町内） 

プラ容器 圧縮・梱包 南部清掃センター（野木町内） 

可燃系資源物（古紙・古布） 保管 南部清掃センター（野木町内） 

不燃系資源物（飲料用びん・缶、 

飲料・調味料用ペットボトル） 
選別・一部圧縮 リサイクルセンター（下野市内） 

有害ごみ（蛍光灯、水銀使用製

品、スプレー缶、使用済み小型家

電製品、使用済み乾電池等） 

保管 リサイクルセンター（下野市内） 
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⑥ ごみの排出の状況 

○ ごみ総排出量 

一般廃棄物（ごみ）には、一般家庭から排出される「家庭系ごみ」と事業者から排出される

「事業系ごみ」があります。家庭系ごみと事業系ごみを合わせた野木町のごみ総排出量を以下に

示します。野木町のごみ総排出量は令和２（２０２０）年度に増加しておりますが、以降は減少

傾向を示しております。 

表Ⅱ－１－４ ごみ総排出量の推移                    （単位：ｔ） 

  令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

生ごみ 713.9 737.2 731.2 696.8 677.4 636.2 

もやすしかないごみ 5,051.8 5,008.6 4,859.5 4,760.6 4,568.4 4,580.8 

不燃ごみ 459.0 474.8 364.0 299.7 274.1 264.8 

有害ごみ※ 55.6 65.5 61.0 50.4 44.5 50.5 

可燃系粗大ごみ 12.5 12.0 14.2 15.1 12.9 13.8 

不燃系粗大ごみ 9.3 24.7 74.3 80.6 96.7 108.0 

可燃系資源物 558.5 651.0 624.8 603.4 564.1 567.0 

不燃系資源物 220.5 228.3 225.5 224.6 218.9 203.1 

プラ容器 157.1 168.5 173.4 170.4 168.7 186.5 

剪定枝 405.3 387.6 335.7 344.5 366.9 351.2 

資源物集団回収 154.9 58.8 88.3 84.5 70.0 72.9 

小計 7,798.3 7,816.9 7,551.7 7,330.3 7,062.4 7,034.8 

※ 有害ごみは、使用済乾電池、小型家電、スプレー缶、ガス缶、蛍光灯、水銀体温計、水銀血圧計等 

（数値は四捨五入のため、合計値が一致しない場合がある）  

 

 

      図Ⅱ－１－２ ごみ総排出量の推移 
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〇 １人１日当たりのごみ排出量 

次に、野木町のごみ総排出量を人口で割り、さらに年間日数で割ることで算出した「１人１日

当たりのごみ排出量（原単位という）」の推移を以下に示します。 

これは、国がごみ発生の抑制の取り組みを評価する指標としているもので、家庭系ごみと事業

系ごみ排出量の合計から算出されています。 

人口は緩やかな減少傾向が続いており、ごみ総排出量も令和２（２０２０）年度以降、減少傾

向を示しています。 また、１人１日当たりの排出量（原単位という）もごみ総排出量と同じく

令和２（２０２０）年度以降は減少傾向にあります。 

 

表Ⅱ－１－５ １人１日当たりのごみ排出量の推移 

 ごみ総排出量（ｔ） 人口（人）※ １人１日当たり排出量（ｇ） 

令和元年度 7,798.3 25,038 853.3 

令和２年度 7,816.9 24,913 857.3 

令和３年度 7,551.7 24,730 836.6 

令和４年度 7,330.3 24,541 818.3 

令和５年度 7,062.4 24,408 792.7 

令和６年度 7,034.8 24,295 791.1 

※ 人口は「毎月人口調査（各年１０月１日現在）」より引用 

 

図Ⅱ－１－３ １人１日当たりのごみ排出量の推移 
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○ 家庭系ごみと事業系ごみの比率 

野木町の家庭系ごみと事業系ごみに分類した場合の排出量の推移を以下に示します。 

家庭系ごみは令和２（２０２０）年度に増加していますが、以降は減少傾向を示しておりま

す。一方で、事業系ごみは令和元（２０１９）年度から減少傾向を示しております。これは令和

元（２０１９）年度に新型コロナウィルス感染症が流行し始めたことにより、住民が外出を控え

るようになったことで在宅時間が伸びたことと、事業活動が全体的に収縮したことの影響と考え

られます。 

また、家庭系ごみ、事業系ごみ共に減少傾向にありますが、事業系ごみの減少率が家庭系ごみ

の減少率よりも高いことから、野木町のごみ総排出量における事業系ごみの割合も年々減少傾向

にあります。 

表Ⅱ－１－６ 家庭系ごみと事業系ごみの排出量の推移 

  
家庭系ごみ排出量 事業系ごみ排出量 ごみ総排出量（合計） 

（ｔ） （ｔ） （％）※ （ｔ） （％）※ 

令和元年度 6,483.6 83.1 1,314.7 16.9 7,798.3 

令和２年度 6,706.5 85.8 1,110.4 14.2 7,816.9 

令和３年度 6,464.4 85.6 1,087.3 14.4 7,551.7 

令和４年度 6,338.6 86.5 991.7 13.5 7,330.3 

令和５年度 6,173.4 87.4 889.0 12.6 7,062.4 

令和６年度 6,178.9 87.8 855.9 12.2 7,034.8 

※ 各年度右枠のパーセンテージは総排出量に占める割合 

（数値は四捨五入のため、合計値が一致しない場合がある） 

 

図Ⅱ－１－４ 家庭系ごみと事業系ごみの排出量の推移 
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○ 家庭系ごみ排出量 

野木町の家庭系ごみ排出量の推移を以下に示します。令和２（２０２０）年度に大きく増加し

ていますが、全体としては減少傾向を示しております。また、令和６（２０２４）年度には令和

５（２０２３）年度と比較してもやすしかないごみとプラ容器、可燃系資源物の排出量が微増し

ております。これは、令和６（２０２４）年１０月から開始した指定ごみ袋制度が完全実施した

令和７（２０２５）年４月までに、もやすしかないごみを駆け込みで処分しようとする動きがあ

ったものの、指定ごみ袋の効果でもやすしかないごみに含まれるプラ容器と可燃系資源物の分別

が促進されたためと考えられます。 

 

表Ⅱ－１－７ 家庭系ごみ排出量の推移                                      （単位：ｔ） 

  令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

生ごみ 670.7 691.0 676.2 642.1 613.4 565.5 

もやすしかないごみ 3,958.8 4,114.2 3,987.9 3,963.2 3,880.2 3,905.4 

不燃ごみ 410.3 434.0 340.0 284.1 263.6 256.4 

有害ごみ 55.5 65.5 61.0 50.2 44.5 50.5 

可燃系粗大ごみ 4.6 5.0 6.5 11.5 9.1 8.0 

不燃系粗大ごみ 8.3 21.2 69.4 76.5 94.7 105.2 

可燃系資源物 556.0 644.6 621.1 596.2 556.1 559.9 

不燃系資源物 220.5 228.3 225.5 224.6 218.9 203.1 

プラ容器 157.1 168.5 173.4 170.3 168.6 186.5 

剪定枝 287.0 275.5 215.3 235.4 254.4 265.7 

資源物集団回収 154.9 58.8 88.3 84.5 70.0 72.9 

小計 6,483.6 6,706.5 6,464.4 6,338.6 6,173.4 6,178.9 

（数値は四捨五入のため、合計値が一致しない場合がある）  

 

  図Ⅱ－１－５ 家庭系ごみの推移 
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○ 事業系ごみ排出量 

野木町の事業系ごみ排出量の推移を以下に示します。事業系ごみは令和元（２０１９）年度以

降一貫して減少傾向にあります。特に令和元（２０１９）年度から令和２（２０２０）年度にか

けて事業系ごみ排出量が大幅に減少しているのは、新型コロナウィルス感染症の影響で事業活動

が大幅に縮小したことによるものと考えられます。 

また、事業系ごみも「もやすしかないごみ」の割合が大きい点は家庭系ごみと共通しておりま

すが、その傾向が家庭系ごみよりも顕著であり、他の分別区分のごみ量が少ない点が特徴的で

す。また、家庭系ごみとは対照的に「生ごみ」の収集量が年々増加傾向にあります。 

 

表Ⅱ－１－８ 事業系ごみ排出量の推移                        （単位：ｔ） 

  （数値は四捨五入のため、合計値が一致しない場合がある）  

 

    図Ⅱ－１－６ 事業系ごみの推移   

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

生ごみ 43.1 46.2 55.0 54.7 64.0 70.8 

もやすしかないごみ 1,093.0 894.5 871.5 797.3 688.2 675.4 

不燃ごみ 48.7 40.8 24.0 15.6 10.5 8.5 

有害ごみ 0.1 0.1 0.0 0.2 0.0 0.0 

可燃系粗大ごみ 7.9 7.0 7.7 3.6 3.7 5.9 

不燃系粗大ごみ 1.0 3.4 4.9 4.0 2.0 2.8 

可燃系資源物 2.5 6.3 3.7 7.1 7.9 7.1 

不燃系資源物 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

プラ容器 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 

剪定枝 118.3 112.2 120.4 109.1 112.5 85.5 

小計 1,314.7 1,110.4 1,087.3 991.7 889.0 855.9 
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２ ごみの将来推計 

ごみ処理の現状で示した実績を基に将来推計を行います。家庭系ごみ、事業系ごみの将来推計を

行い、これらの推計値の合計によりごみ総排出量の予測としますが、家庭系ごみは人口による影響

を大きく受けると考えられるため、家庭系ごみの排出量は家庭系ごみ原単位（町民１人１日当たり

のごみ排出量）に人口を掛け合わせて算出します。事業系ごみは人口の影響は少ないものの、家庭

系ごみと推計の条件を近づけるために、１日あたりの排出量を算出して、その実績値を元に将来推

計を行うものとします。 

 

① 将来人口の推計 

家庭系ごみの将来推計に必要な将来人口については、野木町人口ビジョンで示された総人口の展

望をベースに将来人口を推計しました。具体的には、野木町人口ビジョンでは令和７（２０２５）

年度は２４，３２４人、令和１２（２０３０）年度は２３，６４９人、令和１７（２０３５）年度

は２２，８７９人とそれぞれ将来人口が見込まれており、これらの間の年度を直線補完で求め、直

近の実績値（令和６（２０２４）年度人口）と直線補完で求めた人口ビジョン総人口展望の令和６

（２０２４）年度の差を、各年度の人口ビジョンの総人口展望から差し引くことで、人口の将来推

計を行いました。 

 

表Ⅱ－２－１ 人口の実績と将来推計 

  年度 人口（人） 

実
績
値 

令和元年度 25,038 

令和２年度 24,913 

令和３年度 24,730 

令和４年度 24,541 

令和５年度 24,408 

令和６年度 24,295 

推
計
値 

令和７年度 24,177 

令和８年度 24,042 

令和９年度 23,907 

令和１０年度 23,772 

令和１１年度 23,637 

令和１２年度 23,502 

令和１３年度 23,348 

令和１４年度 23,194 

令和１５年度 23,040 

令和１６年度 22,886 

令和１７年度 22,732 

 

② 家庭系ごみ排出量将来推計 

家庭系ごみは、想定した原単位（町民１人１日当たりの排出量）に将来人口を乗じて求めます。

まずは、過去６カ年（令和元（２０１９）年度～令和６（２０２４）年度）の家庭系ごみ排出量と

人口から原単位を算出したところ、次のとおりになりました。 
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表Ⅱ－２－２ 過去６カ年の家庭系ごみ排出量原単位 

  
家庭系ごみ排出量 

（ｔ） 
人口 
（人） 

家庭系ごみ排出量原単位 
（ｇ/人・日） 

令和元年度 6,483.6 25,038 709.5 

令和２年度 6,706.5 24,913 735.5 

令和３年度 6,464.4 24,730 716.2 

令和４年度 6,338.6 24,541 707.6 

令和５年度 6,173.4 24,408 692.9 

令和６年度 6,178.9 24,295 694.9 
 

次に、過去６カ年の原単位を元に、トレンド法による将来推計を行います。家庭系ごみ排出量原

単位の推移を当てはめて下記の５種類の近似式を求め、目標年度である令和１７（２０３５）年度

時点の推計値が最も現状の値（令和６（２０２４）年度実績）に近いものを採用します。 
 

 表Ⅱ－２－３ １人１日あたり家庭系ごみ排出量原単位の近似式と推計値 

  一次傾向線 二次傾向線 一次指数曲線 
  

べき乗曲線 対数曲線 
  y=ax+b y=ax^2+bx+c y=a*e(bx) y=a*x^b y=a*ln(x)+b 
ａ -5.99729 -2.29269 730.40147 724.05314 -13.75963 
ｂ 730.28207 10.26479 -0.00841 -0.01909 724.18191 
ｃ   709.38130       
  推計値（ｇ/人・日） 

令和７年度 688.3 668.9 688.6 697.6 697.4 
令和８年度 682.3 644.8 682.9 695.9 695.6 
令和９年度 676.3 616.1 677.1 694.3 693.9 
令和１０年度 670.3 582.8 671.5 692.9 692.5 
令和１１年度 664.3 544.9 665.8 691.7 691.2 
令和１２年度 658.3 502.4 660.3 690.5 690.0 
令和１３年度 652.3 455.4 654.7 689.5 688.9 
令和１４年度 646.3 403.7 649.2 688.5 687.9 
令和１５年度 640.3 347.5 643.8 687.6 686.9 
令和１６年度 634.3 286.7 638.4 686.7 686.0 
令和１７年度 628.3 221.3 633.1 685.9 685.2 

  実績値との差 
令和６年度 695 

差 66.6 473.6 61.8 9.0 9.7 
        採用   

図Ⅱ－２－１ １人１日あたり家庭系ごみ排出量原単位の回帰式ごとの推計値の推移 

一次傾向線： y = ax + b 
二次傾向線： y = ax2 + bx + c 
一次指数曲線： y = ae(bx) 

べき乗曲線： y = axb 
対数曲線： y = alog(x) + b 
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先述の回帰式の中でも、令和１７（２０３５）年度推計値が現状値に最も近い値を取ったのは

「べき乗曲線」であり、この近似式から導き出される家庭系ごみ排出量原単位の推計値と人口の推

計値から、令和７（２０２５）年度以降の家庭系ごみ排出量を推計したところ、以下のとおりにな

りました。 

 

表Ⅱ－２－４ 家庭系ごみの実績と将来推計 

 年度 
家庭系ごみ排出量

（ｔ） 

人口 

（人） 

家庭系ごみ排出量原単位 

 （ｇ/人・日） 

実
績
値 

令和元年度 6,483.6 25,038 709.5 

令和２年度 6,706.5 24,913 735.5 

令和３年度 6,464.4 24,730 716.2 

令和４年度 6,338.6 24,541 707.6 

令和５年度 6,173.4 24,408 692.9 

令和６年度 6,178.9 24,295 694.9 

推
計
値 

令和７年度 6,074.0 24,177 688.3 

令和８年度 5,987.5 24,042 682.3 

令和９年度 5,901.5 23,907 676.3 

令和１０年度 5,832.1 23,772 670.3 

令和１１年度 5,731.4 23,637 664.3 

令和１２年度 5,647.2 23,502 658.3 

令和１３年度 5,559.1 23,348 652.3 

令和１４年度 5,486.7 23,194 646.3 

令和１５年度 5,384.9 23,040 640.3 

令和１６年度 5,298.8 22,886 634.3 

令和１７年度 5,213.4 22,732 628.3 

 図Ⅱ－２－２ 家庭系ごみ排出量の実績と将来推計 
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③ 事業系ごみ排出量将来推計 

事業系ごみは、事業所の規模等により排出するごみの量が大きく変動する特徴があるものの、家

庭系ごみと異なり、人口と排出量に相関関係はありません。令和元（２０１９）年度からの事業系

ごみ排出量の実績をみると、年々減少傾向にあります。事業系ごみについても家庭系ごみ同様に過

去６カ年分の実績値を元にトレンド法による将来推計を行います。 
 

表Ⅱ－２－５ 事業系ごみの１日あたり排出量 

実
績
値 

  
事業系ごみ排出量

（ｔ） 
事業系ごみ１日あたりの排出量 

（ｋｇ） 

令和元年度 1,314.7 3,601.8 

令和２年度 1,110.4 3,033.9 

令和３年度 1,087.3 2,978.9 

令和４年度 991.7 2,716.9 

令和５年度 889.0 2,435.6 

令和６年度 855.9 2,338.5 
 

表Ⅱ－２－６ 事業系ごみ１日あたりの排出量の近似式と推計値 

  一次傾向線 二次傾向線 一次指数曲線 べき乗曲線 対数曲線 

  y=ax+b y=ax^2+bx+c y=a*e(bx) y=a*x^b y=a*ln(x)+b 

ａ -238.71794 32.02204 3802.76056 3623.99254 -696.14357 

ｂ 3689.46572 -465.85103 -0.08569 -0.23298 3600.83345 

ｃ   3981.38761       

  推計値（ｋｇ/日） 

令和７年度 2018.4 2289.5 2087.4 2303.0 2246.2 

令和８年度 1779.7 2304.0 1915.9 2232.4 2153.2 

令和９年度 1541.0 2382.5 1758.6 2172.0 2071.2 

令和１０年度 1302.3 2525.1 1614.2 2119.4 1997.9 

令和１１年度 1063.6 2731.7 1481.6 2072.8 1931.6 

令和１２年度 824.9 3002.3 1359.9 2031.2 1871.0 

令和１３年度 586.1 3337.0 1248.3 1993.7 1815.3 

令和１４年度 347.4 3735.8 1145.8 1959.6 1763.7 

令和１５年度 108.7 4198.6 1051.7 1928.3 1715.6 

令和１６年度 -130.0 4725.4 965.3 1899.5 1670.7 

令和１７年度 -368.7 5316.3 886.0 1872.9 1628.5 

  実績値との差 

令和６年度 2,338 

差 2707.2 2977.8 1452.5 465.6 710.0 

        採用   

図Ⅱ－２－３ 事業系ごみ１日あたりの排出量の回帰式ごとの推計値の推移 
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事業系ごみにおいても、令和１７（２０３５）年度推計値が現状値に最も近い値を取ったのは

「べき乗曲線」であり、この近似式から算出される事業系ごみ１日あたりの排出量の推計値から、

令和７（２０２５）年度以降の事業系ごみ排出量を推計すると以下のとおりになりました。 

 

表Ⅱ－２－７ 事業系ごみの実績と将来推計 

 年度 
事業系ごみ排出量 

（ｔ） 

事業系ごみ１日あたりの排出量 

（ｋｇ） 

実
績
値 

令和元年度 1,314.7 3,601.8 

令和２年度 1,110.4 3,033.9 

令和３年度 1,087.3 2,978.9 

令和４年度 991.7 2,716.9 

令和５年度 889.0 2,435.6 

令和６年度 855.9 2,338.5 

推
計
値 

令和７年度 840.6 2,303.0 

令和８年度 814.8 2,232.4 

令和９年度 792.8 2,172.0 

令和１０年度 775.7 2,119.4 

令和１１年度 756.6 2,072.8 

令和１２年度 741.4 2,031.2 

令和１３年度 727.7 1,993.7 

令和１４年度 717.2 1,959.6 

令和１５年度 703.8 1,928.3 

令和１６年度 693.3 1,899.5 

令和１７年度 683.6 1,872.9 

図Ⅱ－２－４ 事業系ごみ排出量の実績と将来推計 
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④ ごみ総排出量の将来推計 

家庭系ごみと事業系ごみの合計により、ごみ総排出量の将来推計を行います。 

総排出量及び総排出量原単位（１人１日あたりごみ排出量）は現状でも減少傾向にあり、今後も

減少傾向を維持していくものと推計されます。 

表Ⅱ－２－８ ごみ総排出量の実績と将来推計 

  

家庭系ごみ 

排出量 

（ｔ） 

事業系ごみ 

排出量 

（ｔ） 

ごみ総排出量

（ｔ） 

人口 

（人） 

１人１日あたり 

ごみ排出量 

（ｇ） 

令和元年度 6,483.6 1,314.7 7,798.3 25,038 853.3 

令和２年度 6,706.5 1,110.4 7,816.9 24,913 857.3 

令和３年度 6,464.4 1,087.3 7,551.7 24,730 836.6 

令和４年度 6,338.6 991.7 7,330.3 24,541 818.3 

令和５年度 6,173.4 889.0 7,062.4 24,408 792.7 

令和６年度 6,178.9 855.9 7,034.8 24,295 791.1 

令和７年度 6,074.0 840.6 6,914.6 24,177 783.6 

令和８年度 5,987.5 814.8 6,802.3 24,042 775.2 

令和９年度 5,901.5 792.8 6,694.3 23,907 767.2 

令和１０年度 5,832.1 775.7 6,607.8 23,772 759.5 

令和１１年度 5,731.4 756.6 6,488.0 23,637 752.0 

令和１２年度 5,647.2 741.4 6,388.6 23,502 744.7 

令和１３年度 5,559.1 727.7 6,286.8 23,348 737.7 

令和１４年度 5,486.7 717.2 6,203.9 23,194 730.8 

令和１５年度 5,384.9 703.8 6,088.7 23,040 724.0 

令和１６年度 5,298.8 693.3 5,992.1 22,886 717.3 

令和１７年度 5,213.4 683.6 5,897.0 22,732 710.7 
（数値は四捨五入のため、合計値が一致しない場合がある）  

図Ⅱ－２－５ ごみ総排出量の実績と将来推計 
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３ ごみ処理の課題 

① 排出抑制 

野木町の 1人 1日当たりのごみ排出量は令和６（２０２４）年度に７９１．１ｇ/人･日となって

います（表Ⅱ－２－８参照）。これは、直近の全国平均値８５４ｇ/人･日（令和５（２０２３）年

度：日本の廃棄物処理令和５年度版より）、栃木県平均値８６７ｇ/人･日（令和５年度実績：とち

ぎの廃棄物令和５年度版より）、小山広域保健衛生組合実績値８３３ｇ/人･日（令和５年度：小山

広域保健衛生組合一般廃棄物（ごみ）処理基本計画より）と比較して良好な状態であるといえま

す。 

前計画で掲げた１人１日当たりのごみ総排出量の目標値：８１０ｇ/人・日（令和７（２０２５）

年度）については達成しているものの、１人１日当たりの可燃ごみ（もやすしかないごみ）の排出

量の目標値：４００ｇ/人・日（令和７年度）については達成できていないため、今後も継続しても

やすしかないごみの減量化に取り組む必要があると考えられます。 

家庭系ごみは減少傾向にありますが、直近（令和６年度）の１人１日当たりのごみ排出量につい

ては６９５ｇ/人・日となっており（表Ⅱ－２－４参照）、栃木県平均値６３９ｇ/人・日を大きく

超過しているため、更なる排出抑制の取組強化が必要となっています。 

一方で、事業系ごみについては、直近５年間で連続して減少傾向にあり、令和６（２０２４）年

度実績は令和元（２０１９）年度実績と比較して約３５％減少していることから、順調に推移して

いると考えられます。しかしながら、事業系ごみの大部分が「もやすしかないごみ」として排出さ

れており、プラ容器や資源物の割合が家庭系と比較して極端に低いことから、分別促進の啓発が必

要であると考えられます。 

② 資源化率の向上 

野木町は、かつて野木資源化センター（平成２６（２０１４）年稼働停止）で可燃ごみ（現 も

やすしかないごみ）をＲＤＦ化していたこともあり、県内１位の資源化率でありましたが、可燃ご

みの資源化を廃止して現在は県内４位の資源化率です。全国的に見ても高い資源化率を維持してお

りますが、プラスチック資源循環法に基づいた製品プラスチックの再資源化など、資源化可能な余

地がまだ残されておりますので、これらの資源化を推進して、資源化率の向上に努めてまいりま

す。 

③ 収集運搬 

野木町のごみ集積所や町の委託業者による収集運搬業務を含めた収集運搬は良好に稼動している

と考えられますが、小山広域保健衛生組合の施設整備と分別統一化にともない、野木町の収集運搬

区分が今後変更されることも考えられます。特に、プラスチック資源循環法に基づいた製品プラス

チックの資源化は、小山市・下野市・小山広域保健衛生組合と共に本格的な検討が進められている

ことから、今後分別収集を開始することが見込まれます。 

また、人口の減少や高齢化などにより、ごみ集積所の配置や回収頻度などの検討が必要になる可

能性も考えられます。これらの状況に適切に対応し、円滑で安定した収集運搬を行う必要がありま

す。 
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４ 基本方針及び数値目標 

国全体の大きな目標である循環型社会の構築の推進には、まず廃棄物の排出量を減らす（リデュ

ース）に最優先で取り組み、次に再利用（リユース）を検討することが重要です。そのうえで、廃

棄物については可能な限り再生利用（リサイクル）への取組が求められます。これらに加えて、よ

り効果的に取組を進めるべく、リシンク（考える）、リフューズ（判断する）、リファイン（分別す

る）を含めた意識の行動啓発に取り組みます。また、プラスチック資源循環法の施行に伴い、リニ

ューアブル（再生可能資源への代替）の取組も促進を図ります。 

栃木県ではこの「７Ｒ（Ｒｅｃｕｃｅ：リデュース、Ｒｅｕｓｅ：リユース、Ｒｅｃｙｃｌｅ：

リサイクル、Ｒｅｔｈｉｎｋ：リシンク、：Ｒｅｆｕｓｅリフューズ、：Ｒｅｆｉｎｅリファイン、

Ｒｅｎｅｗａｂｌｅ：リニューアブル）」を促進する方針を示しており、野木町も県の考え方に賛

同して、７Ｒを推進していきます。 

「第９次野木町総合計画」では、町の将来像を「水と緑と人の和でうるおいのあるまち」とし、

「やさしさとやすらぎに満ちた明るいまち」をまちづくりの理念としています。この計画の基本目

標「豊かな自然と共生するうるおいのあるまち」では、「環境にやさしいまち」を分野別目標のひ

とつとし、さらに施策分野の目標として「町や事業者に対し、ごみの発生抑制、再使用、再資源

化、活動に対する情報提供及び働きかけを推進することにより、循環型社会の形成に向けたまちづ

くりを推進」することを示しています。 

① 基本方針 

本計画では、以下の３つの基本方針を定め、循環型社会の実現のため施策を展開していきます。 

 

 

 

 

 

② 数値目標 

基本方針に基づき、循環型社会の実現に向けて、生活様式や経済活動の見直しを行い、ごみの発

生抑制、再使用、再生利用（資源化）の促進に向け、次のとおり数値目標を設定します。なお、こ

の目標は第９次野木町総合計画前期基本計画と整合するものです。 

 

 

 

  

基本方針 

１ ごみの発生や排出を抑制し、快適でうるおいのあるまちを目指します。 

２ 町民・事業者・行政が協働して取り組み、リサイクル運動の推進を図ります。 

３ 分別収集の意識の高揚を図り、再利用、リサイクルを基調とした循環型社会の構築を

目指します。 

関連するＳＤＧｓ 

【数値目標】 

1人当たりのごみ焼却量（１日１人当たり家庭系もやすしかないごみ排出量） 
  

令和６（２０２４）年度実績：４２９．４２ｇ 

→ 令和１２（２０３０）年度目標：４００ｇ 
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③ 目標達成ケースの将来推計 

1人１日当たりの家庭系もやすしかないごみ排出量の数値目標を達成する場合の将来推計について

は表Ⅱ－４－１のとおりになりました。なお、目標年度は令和１２（２０３０）年度のため、令和

１３（２０３１）～１７（２０３５）年度の推計は、令和１３（２０３１）年度以降も同様の傾向

でごみが減量できた場合を想定して算出しております。 

表Ⅱ－４－１ ごみ総排出量の実績と将来推計 

  年度 
ごみ総排出量 

（ｔ） 

人口 

（人） 

１人１日当たり排出量 

（ｇ/人・日） 

実
績
値 

令和元年度 7,798.3 25,038 853.3 

令和２年度 7,816.9 24,913 857.3 

令和３年度 7,551.7 24,730 836.6 

令和４年度 7,330.3 24,541 818.3 

令和５年度 7,062.4 24,408 792.7 

令和６年度 7,034.8 24,295 791.1 

推
計
値 

令和７年度 6,893.7 24,177 781.2 

令和８年度 6,757.4 24,042 770.0 

令和９年度 6,625.7 23,907 759.3 

令和１０年度 6,515.5 23,772 748.9 

令和１１年度 6,372.8 23,637 738.7 

令和１２年度 6,250.6 23,502 728.6 

令和１３年度 6,126.3 23,348 718.9 

令和１４年度 6,020.7 23,194 709.2 

令和１５年度 5,884.2 23,040 699.7 

令和１６年度 5,766.0 22,886 690.3 

令和１７年度 5,649.7 22,732 680.9 

 

図Ⅱ－４－１ ごみ総排出量の実績と将来推計 
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５ 施策 

野木町では、基本目標の達成を目指し、循環型社会の実現のため、基本方針に沿った次の施策を

展開していきます。 

基本方針１：ごみの発生や排出を抑制し、快適でうるおいのあるまちを目指します。 
 

（１）マイバッグ・マイ箸運動の展開 

令和２（２０２０）年７月１日に、全国一律で、プラスチック製買物袋、いわゆるレジ袋が有

料化となりました。マイバッグを持参する人が増えています。地球温暖化防止に向けて、できる

ことから始める環境への取り組みとしてＭＢＨ（マイバッグ・マイ箸持参）運動を展開していき

ます。 
 

（２）多量に一般廃棄物を排出する事業者に対する減量化計画の策定指導 

事業活動に伴って多量の一般廃棄物を排出する事業者に対して、一般廃棄物の減量に関する計

画を策定するよう指導を行っていきます。 
 

（３）過剰包装の抑制 

包装ごみの排出を抑制するため、「過剰包装は望まない、行わない」を基本とし、町民・事業

者へ呼びかけを行っていきます。 
 

（４）リターナブル容器及び詰替え商品の購入促進 

容器ごみの排出を抑制するため、リターナブル容器の使用や詰替え商品購入の促進について、

町民・小売業者に呼びかけを行っていきます。 
 

（５）食品ロスの削減 

食品ロスを減らすため、料理はおいしく「食べきり」、食材は無駄なく「使いきり」、生ごみの

水分を減らす「水きり」を行う『３きり運動』を推進します。 

また、家庭や職場などで余っている未開封で賞味期限前の食品を集め、食の支援をおこなう機

関・団体等を通じて、食べ物を必要とする方々に無償で提供する、フードドバンクの周知活動を

行います。 
 

（６）ごみの排出抑制のための情報発信 

ごみの排出状況や排出抑制の必要性など、ごみに関する情報を町民・事業者に対して積極的に

発信し、排出抑制の行動を促します。 

基本方針２：町民・事業者・行政の協働による取り組みを推進し、リサイクル運動の推進を図

ります。 
 

（１）町民・事業者との連携による不法投棄及び不適正処理の監視 

ごみの不法投棄及び野外焼却等の不適正処理について、町民・事業者と連携し、監視体制を強

化していきます。 
 

（２）資源物集団回収の促進 

町民団体等における資源物集団回収を支援するため、報奨金制度を継続します。 
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（３）ボランティア活動への支援の推進 

不法投棄物の回収や道路の清掃などを行う町民団体・事業者等を支援していきます。また、地

域における一斉清掃など、それぞれの地域の特性を活かした、町民・事業者の自主的・自立的な

地域清掃活動の支援をしていきます。 
 

（４）町民・事業者へのごみの減量、適正処理に関する情報の提供 

町民・事業者が、ごみ処理の現状や課題を正しく理解した上で、自ら判断し積極的に行動して

いくため、広報やホームページ、出前講座等を活用した、情報の提供を行っていきます。 
 

（５）公共施設の機密文書のリサイクル処理 

役場、小中学校、社会福祉協議会等の機密文書のリサイクル処理をしていきます。 

基本方針３：分別収集の意識の高揚を図り、再利用、リサイクルを基調とした循環型社会の構

築を目指します。 
 

（１）生ごみの減量、資源化の推進 

水分を多く含み、ごみの中でも大きなウエイトを占める生ごみについては、分別収集をさらに

徹底し、今後も有効な資源化を行っていきます。 
 

（２）プラスチック製容器包装の資源化の推進 

家庭から出されるごみのうち、約４割の容積を占めると言われているプラスチック製容器包装

の更なる資源化を推進するため、分別収集の徹底及び回収の促進を図ります。 
 

（３）製品プラスチックの資源化 

製品プラスチックの再資源化を実現すべく、小山広域保健衛生組合と協力して早期に製品プラ

スチックの再資源化スキームを構築します。 
 

（４） 雑紙（ざつがみ）の資源化の推進 

現在、もやすしかないごみの中の資源化できる紙については、雑紙として資源回収することに

より、更なる資源化の推進と経費削減を図っていきます。 
 

（５）廃食油のリサイクル 

一般家庭から排出される廃食油の資源化を推進するため、より効率的な回収方法を検討しつつ

周知に努めます。 
 

（６）３Ｒ活動イベント・ごみ分別出前講座の実施 

ひまわりフェスティバル等でのごみ分別啓発、ごみ分別出前講座の実施に取組んでいきます。 
 

（７）環境関連施設見学における環境教育の充実 

南部清掃センター等のごみ処理施設を積極的に活用し、町内団体向け見学会を実施していきま

す。住民からの問合せには、団体向けの申込みとし、小山広域保健衛生組合ホームページの施設

見学申込みによる随時受付を案内していきます。 
 

（８）収集回数の適正化及びごみ集積所配置の検討 

ごみの減量・資源化や財政負担、町民サービスの充実を考慮したうえで、長期的な視点に立

ち、効率的・効果的な収集運搬体制及びごみ集積所の配置を検討していきます。 
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６ 町民・事業者・行政の役割 

ごみの減量・資源化を促進するためには、町民・事業者・行政の三者が、相互に連携を図りなが

ら、それぞれの役割を果たしていくことが必要です。 

町民・事業者・行政は、それぞれの役割を認識し、積極的な協働と参画により、目標の達成を目

指していきます。 
 

① 町民の役割 

環境意識を高く持ち、自らがごみの排出者としての責任を自覚し、「３Ｒ」に重点を置いた環境

に負荷の少ない生活様式への転換を目指すとともに、地域におけるごみの減量・資源化、環境美化

活動の取り組みや分別収集に積極的に協力するなど、自主的・主体的に取り組んでいきます。 
 

② 事業者の役割 

事業者としての社会的責任を認識し、「３Ｒ」に重点を置いた環境に負荷の少ないビジネススタ

イルへの転換を目指すとともに、地域におけるごみの減量・資源化、環境美化活動に積極的に協力

していきます。 

また、生産者が廃棄及びリサイクル段階まで責任を負うという考え方である拡大生産者責任の視

点に立ち、製品の製造・加工・販売・廃棄等の各過程において、資源・エネルギーの消費節減に配

慮し、製品の耐久性の向上、補修サービスの充実、回収・資源化システムの構築等に取り組んでい

きます。 
 

③ 行政の役割 

町民・事業者によるごみの排出抑制、再利用、資源化に関する取り組みが、円滑に行われるよう

に、普及啓発や情報提供を積極的に行い、町民・事業者の自主的・主体的な取り組みを支援してい

きます。 

また、さらにごみの減量を図るため、小山広域保健衛生組合と協力し、直接搬入者の実態把握及

び指導、事業系ごみ搬入手数料の改定の各種施策を展開していく他、ごみの処理及び資源化にあた

っては、適正かつ衛生的に、費用対効果も検討しながら効率的・効果的に行います。 
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７ 収集・運搬計画 

ごみの収集・運搬については、今後も排出されるごみを生活環境の保全上、支障がないように中

間処理施設等に搬入する必要があります。 

① 収集対象物 

収集対象物については、別途一般廃棄物処理実施計画により定め、今後のリサイクル法の施行等

の社会情勢の変化及び小山広域保健衛生組合における処理方式にあわせて見直します。 

② 収集体制 

○ 収集回数 

収集回数については、別途一般廃棄物処理実施計画により定め、今後の社会情勢や生活様式等

の変化に伴う収集量の著しい変動が生じた場合には随時見直しを行います。また、今後の小山広

域保健衛生組合における処理方式にあわせて分別収集品目の変更が生じた場合にも、必要に応じ

て見直しを行います。 

○ 収集方式 

収集方式については、現行のとおり町内のごみ集積所から町が委託した民間業者が収集運搬を

行います。 

また、収集効率や収集経費等を勘案し、必要に応じて見直しを行います。 

③ 収集対象物以外の処理 

町の委託業者による収集運搬以外のごみの処理については現行どおり、家庭系ごみの直接搬入

（無料）、家庭系ごみの許可業者搬入（有料）、事業系ごみの直接搬入（有料）、事業系ごみの許可

業者搬入（有料）の体制を維持していきますが、社会情勢の変化等により、必要に応じて見直しを

行います。 

 

８ 中間処理及び最終処分計画 

ごみの中間処理及び最終処分については、今後も小山広域保健衛生組合で処理を行います。 

町としては、中間処理施設及び最終処分場への負担を軽減するために、ごみの排出抑制（減量

化）等を今後も推進していきます。 

 

９ 災害ごみ対策 

風水害や地震などの災害が発生した場合、壊れた家屋や家財、食材などが大量に発生することが

考えられます。このため、一時的にごみ処理施設の処理能力を超えることが考えられる他、ごみ処

理施設そのものが被害に遭い、通常のごみ処理が行われない場合もあります。 

このような事態に備え、「野木町災害廃棄物処理計画」及び「野木町地域防災計画」に基づき、

県や小山広域保健衛生組合と災害時の協力体制や役割分担などについて検討を進めます。 

また、「栃木県災害廃棄物等の処理における市町村等相互応援に関する協定」に基づき、野木町

被災時には応援を求めるとともに、他市町被災時には町からの応援を行います。 
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Ⅲ 生活排水処理基本計画 

１ 生活排水処理体系 

野木町の生活排水処理体系を以下に示します。 

図Ⅲ－１－１ 生活排水処理体系（令和６（２０２４）年度現在） 
資料：小山広域保健衛生組合生活排水処理計画 
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２ 生活排水の処理形態別人口の推移 

野木町の生活排水処理形態別人口の推移を以下に示します。 

表Ⅲ－２－１ 生活排水の処理形態別人口の推移（各年度３月末現在）      （単位：人） 

  令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

１．計画処理区域内人口 25,564 25,399 25,233 25,099 24,960 24,849 

  

２．水洗化・生活排水処理人口 23,455 23,385 23,233 23,157 23,173 23,116 

  

①合併処理浄化槽 5,190 5,191 5,143 5,162 5,208 5,243 

②下水道 17,307 17,234 17,195 17,106 16,993 16,905 

③農業集落排水施設 958 960 895 889 972 968 

３．水洗化・生活排水未処理人口 

（単独処理浄化槽） 
1,186 1,128 1,120 1,094 988 963 

４．非水洗化人口 

（くみ取りし尿） 
923 886 880 848 799 770 

生活排水処理率（２÷１） 91.8% 92.1% 92.1% 92.3% 92.8% 93.0% 

※ 人口は各年度３月末現在 

資料：上下水道課、生活環境課 

 

図Ⅲ－２－１ 生活排水の処理形態別人口の推移（各年度３月末現在） 
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３ 河川水質の推移 

野木町では、下水道の効果を確認するため、逆川の水質を確認しています。町内の水洗化率は過

去５年間で横ばいであり、水質も年度による上下はありますが、概ね横ばいの状態です。過去６カ

年の推移を以下に示します。 

 

表Ⅲ－３－１ 逆川の水質調査結果 

項目 単位 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

行政人口   （Ａ）※ 人 25,564 25,399 25,233 25,099 24,960 24,849 

処理区域内人口（Ｂ）※ 人 18,774 18,693 18,631 18,524 18,420 18,360 

水洗化人口   （Ｃ）※ 人 17,307 17,234 17,195 17,106 16,993 16,905 

水洗化率   （Ｃ/Ｂ）   ％ 92.2 92.2 92.3 92.4 92.3 92.1 

ＢＯＤ ｍｇ/ｌ 1.1 2 1.7 1.2 1.7 1.8 

ＳＳ ｍｇ/ｌ 3.6 4.7 3.5 3.2 4.2 5.5 

ＤＯ ｍｇ/ｌ 9.7 9.7 9.7 9.5 9.5 9.5 

※ 人口は各年度３月末現在 

資料：野木町下水道効果調べ台帳（令和３年度実績まで）     

   令和４年度以降は各月の逆川における水質測定結果の平均値 

 

図Ⅲ－３－１ 逆川の水質調査結果  
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４ 生活排水処理施設の状況 

野木町の生活排水処理施設の状況を以下に示します。 

① 下水道の整備状況 

野木町の下水道は、「渡良瀬川下流流域下水道（思川処理区）事業計画」を上位計画として、平

成２（１９９０）年度に全体計画区域（平成２７年度末現在４６２ｈａ）の基本計画を立案し、平

成４（１９９２）年度より下水道整備に着手し、平成９（１９９７）年度末に一部供用を開始して

います 

② 農業集落排水事業 

野木町の農業集落排水事業は、平成１１（１９９９）年度から順次供用を開始し、現在は計画し

ている２地区（佐川野、川西）全ての供用を開始しています。 

③ 浄化槽事業 

野木町の浄化槽事業は、公共下水道認可区域、農業集落排水処理施設対象区域、集合処理合併浄

化槽及び市街化区域を除く野木町行政区域において、昭和６３（１９８８）年度から合併処理浄化

槽設置の補助金制度が実施されています。 

表Ⅲ－４－１ 生活排水処理施設の整備状況  

事業主体 処理施設 処理区 計画年度 
計画区域 

（ｈａ） 

計画人口 

（人） 

水洗化人口実績 

（人） 

野木町 

公共下水道 思川 令和１９年度 462 21,100 16,905 

農業集落排水施設 
佐川野 平成１１年度 33 1,150 775 

川西 平成１７年度 13.4 390 193 

表Ⅲ－４－２ 浄化槽人口実績（令和６（２０２４）年度末現在） （単位：人） 

単独処理 963 

合併処理 5,243 

合計 6,206 
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５ し尿・浄化槽汚泥処理の現状 

① し尿・浄化槽汚泥の処理量 

野木町におけるし尿・浄化槽汚泥の処理量の推移を表Ⅲ－５－１ 及び図Ⅲ－５－１ に示しま

す。くみ取り（し尿）は減少傾向にあります。その要因として合併処理浄化槽の整備が進んでいる

ことがあげられます。一方、浄化槽汚泥の処理量は年度による増減はあるものの、横ばい傾向を示

しております。なお、令和２（２０２０）年度に浄化槽汚泥の処理量が大きく増加しているのは、

新型コロナウィルス感染症感染の影響で在宅の時間が増加したことによると考えられます。 

くみ取りと浄化槽汚泥の処理量合計の推移としては、年度ごとに多少の増減はありますが、全体

的には減少傾向を示しております。 

表Ⅲ－５－１ し尿処理状況の推移                        （単位：ｋｌ） 

  令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

くみ取り 485 376 351 382 380 328 

浄化槽等 3,491 3,817 3,445 3,256 3,436 3,411 

合計 3,976 4,193 3,796 3,638 3,816 3,739 

資料：野木町のうつりかわり   

図Ⅲ－５－１ し尿処理状況の推移 

 

② 収集・運搬体制 

野木町のし尿・浄化槽汚泥の収集・運搬は、２社の許可業者が行っています。 

③ 処理体制 

野木町のし尿・浄化槽汚泥処理は、小山広域保健衛生組合の小山広域クリーンセンターで行って

おります。小山広域クリーンセンターでは、し尿及び浄化槽汚泥の処理過程で発生する「し尿処理

汚泥」を高速堆肥化施設で堆肥化しています。 
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６ 基本方針 

野木町では、町の将来像を「水と緑と人の和でうるおいのあるまち」とし、「多様な主体がとも

に協力しあえるまち」を横断的目標として、「第９次野木町総合計画」を策定しています。この計

画の基本目標「幸せあふれる活力あるまち」では、「安全・安心のまち」を分野別目標のひとつと

し、さらに施策分野に「生活基盤の整備」を掲げており、「上下水道の適正な維持管理を進めるな

ど社会資本の充実と長寿命化を進める」ことを目標としています。この目標を実現するために以下

の基本方針を定め、今後も公共下水道事業・農業集落排水事業・合併処理浄化槽設置補助事業によ

り、汚水処理施設の整備促進を図っていきます。 

 

 

 

７ 数値目標 

野木町の公共下水道や農業集落排水処理施設等によるし尿及び生活雑排水の処理率（生活排水処

理率）は、令和６（２０２４）年度末現在の実績で９３％となっています（表Ⅲ－２－１参照）。 

令和４（２０２２）年度に策定された野木町生活排水処理基本計画と整合を図り、令和１７ 

（２０３５）年度に９８．８％、令和３２（２０５０）年度には１００％の達成を目標とします。 

 

 

   

 

    

 

 

 

 

 

 

  

基本方針 

1  公共下水道の供用区域拡大を図るとともに認可区域を拡大して積極的に事業を推進します。 

2  公共下水道、農業集落排水処理への接続率向上に努めます。 

3  公共下水道及び農業集落排水事業で取り込めない区域への浄化槽設置を推進します。 

関連するＳＤＧｓ 

令和６（２０２４）年度 

９３.０％ 

令和１７（２０３５）年度 

９８.８％ 

令和３２（２０５０）年度 

１００％ 

【数値目標】 
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８ し尿及び浄化槽汚泥の処理計画   

し尿及び浄化槽汚泥の処理計画を以下に示します。 

○ 収集・運搬体制 

し尿及び浄化槽汚泥の収集・運搬体制については、現行において十分な行政サービスを提供す

る体制が整っていることから、今後も現行と同じ許可業者が収集・運搬を行うことし、社会情勢

や処理体制等の大幅な変更が生じた際には必要に応じた見直しを行うこととします。 

○ 処理体制 

し尿及び浄化槽汚泥の中間処理及び最終処分は、今後も小山広域保健衛生組合により行うこと

とし、野木町は小山広域保健衛生組合の処理計画に協力するものとします。 

○ 処理施設の整備 

未処理の生活排水が河川に流入することを防ぐため、公共下水道認可区域及び市街化区域にお

いては計画的な整備を進めるとともに、それ以外の農業集落排水事業区域を除く地域について

は、合併処理浄化槽設置の補助を行うなどして、設置整備を図ります。 

また、下水道や農業集落排水の供用区域内においては、町民・事業者に対して接続率の向上を

図ります。 

○ 水質汚濁防止対策 

下水道、農業集落排水、合併処理浄化槽のいずれにおいても、設備への負担を軽減することは

水質汚濁防止対策として重要であることから、町民・事業者に対して、流してはいけないものや

メンテナンスの方法など様々な情報を提供して水質汚濁防止に努めます。 
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◆ 資料編 ◆ 

◇ 用語解説 
 

【あ行】 
 

一般廃棄物（いっぱんはいきぶつ） 
 

「廃棄物処理法」では、一般廃棄物とは産業廃棄物以外の廃棄物であると定義されています。家庭から排

出されるごみやし尿、オフィスから排出される紙くずなどが一般廃棄物となります。 

 

ＳＳ（えすえす） 
 

水中に浮遊している直径２ｍｍ以下の粒子状物質のことで、浮遊物質（Suspended Solids）と呼ばれま

す。沈降性の少ない粘土鉱物による微粒子、動植物プランクトンやその死骸・分解物・付着する微生物、下

水や工場排水などに由来する有機物や金属の沈殿物などが該当し、川の汚れの指標の一つです。この値が高

いほど水中の不純物が多く水質が悪いとされます。 

 

ＳＤＧs（えす・でぃー・じーず） 
 

「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称です。 

２０１５年９月の国連サミットで採択されたもので、国連加盟１９３か国が２０１６年から２０３０年の

１５年間で達成するために掲げた１７個の目標です。 

 

【か行】 
 

合併処理浄化槽（がっぺいしょりじょうかそう） 
 

し尿（トイレ汚水）と雑排水（台所や風呂等）を併せて処理することができる浄化槽をいいます。 

 

建設工事に係る資材の資源化等に関する法律 

（けんせつこうじにかかるしざいのさいしげんかにかんするほうりつ） 
 

一定規模以上の建設工事について、その受注者に対し、コンクリートや木材等の特定建設資材を分別解体

等により現場で分別し、資源化等を行うことを義務付けるとともに、制度の適正かつ円滑な実施を確保する

ため、発注者による工事の事前届出制度、解体工事業者の登録制度などを設けています。 

 

原単位（げんたんい） 
 

一般的には製品の一定量を生産するのに必要な各生産要素（原料・動力・労働力など）の量を指します

が、本計画では家庭系ごみの 1 人 1 日当たりの排出量を指しています。 

 

公共下水道（こうきょうげすいどう） 
 

地方公共団体が管理する下水道で、終末処理場を有するもの又は流域下水道に接続するものをいいます。 

 

【さ行】 
 

最終処分場（さいしゅうしょぶんじょう） 
 

廃棄物は、再利用又は資源化される以外は、埋め立てにより最終処分されます。最終処分を行う施設が最

終処分場であり、埋め立て処分される廃棄物の環境に与える影響の度合いによって、有害物質が基準を超え

て含まれる燃えがら、ばいじん、汚泥、鉱さいなどの有害な産業廃棄物を埋め立てる「遮断型処分場」、廃棄

物の性質が安定している廃プラスチック類などを埋め立てる「安定型処分場」、遮断型、安定型の処分場の対

象外の産業廃棄物と一般廃棄物を埋め立てる「管理型処分場」の３種類に分けられます。 

 

産業廃棄物（さんぎょうはいきぶつ） 
 

事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃えがら、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチックな

ど、法で定められている２０種類の廃棄物をいいます。 
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資源化（しげんか） 
 

ごみを原料として再利用すること。 

 

資源化率（しげんかりつ） 
 

ごみの総排出量に対する資源化量の割合で、野木町の場合は（堆肥化量 ＋ 資源物 ＋ 使用済乾電池 ＋ 

集団回収＋不燃ごみからの資源化量）÷ 総排出量となっています。 

 

持続可能な社会（じぞくかのうなしゃかい） 
 

有限な地球環境の中で、環境負荷を最小にとどめ、資源の循環を図りながら、地球生態系を維持できる社

会をいいます。 

 

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律 

（しようずみこがたでんしききとうのさいしげんかのそくしんにかんするほうりつ） 
 

使用済み小型電子機器等の中に含まれる金や銅といった、有用な貴金属の再資源化を推進するために策定

された法律です。小型家電の再資源化事業を行おうとする者が再資源化事業計画を策定し、認定を受けるこ

とで廃棄物処理法上の許可を不要とするなど、広域的・効率的な回収を促進するものです。 

 

使用済自動車の再資源化等に関する法律 

（しようずみじどうしゃのさいしげんかとうにかんするほうりつ） 
 

使用済自動車の資源化等に関する法律自動車製造業者等を中心とした関係者に適切な役割分担を義務付け

ることにより、使用済自動車のリサイクル・適正処理を図るための法律です。自動車製造業者・輸入業者

に、自らが製造・輸入した自動車が使用済みになった場合に生じるシュレッダーダスト（破砕された後の最

終残渣）等を引き取ってリサイクルするなどの義務を課し、そのために必要な費用はリサイクル料金（資源

化預託金等）として自動車の所有者が原則新車購入時に負担する制度です。 

 

し尿（しにょう） 
 

人体から排出される「屎（し）」（大便）と「尿」（小便）の混合物をいいます。広義には、家庭や事務所、

公共施設の便所から出る汚水を指し、水洗トイレ排水を含みます。し尿は、一般廃棄物として市町村に処理

責任があります。 

 

循環型社会（じゅんかんがたしゃかい） 
 

環境への負荷を減らすため、自然界から採取する資源をできるだけ少なくし、それを有効に使うことによ

って、廃棄されるものを最小限に抑える社会をいいます。 

 

循環型社会形成推進基本法（じゅんかんがたしゃかいけいせいすいしんきほんほう） 
 

循環型社会の形成について基本原則、関係主体の責務を定めるとともに、循環型社会形成推進基本計画の

策定、その他循環型社会の形成に関する施策の基本となる事項などを規定した法律です。 

 

浄化槽汚泥（じょうかそうおでい） 
 

浄化槽が汚水を浄化する過程で発生した泥の固まりをいい、廃棄物処理法において一般廃棄物に分類され

ます。浄化槽汚泥は浄化槽法により定期的な引き抜きが必要となります。 

 

食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律 

（しょくひんじゅんかんしげんのさいせいりようとうのそくしんにかんするほうりつ） 

食品循環資源の再生利用並びに食品廃棄物等の発生抑制及び減量に関する基本的事項を定めるとともに、

登録再生利用事業者制度等の食品循環資源の再生利用を促進するための措置を講ずることにより、食品に係

る資源の有効利用及び食品廃棄物の排出抑制を図ること等を目的としています。 
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食品ロス(しょくひんろす) 

廃棄される食品廃棄物のうち、不可食部分を除いたもののことで、我が国において２０１７年に発生した

食品廃棄物２，５５０万トンのうち６１２万トンが食品ロスであったと報告されています。日本人 1 人当た

りの食品ロス量は 1 年間でおよそ４８ｋｇになります。食品ロスのうち約５４％（３２８万トン）が事業活

動に伴って発生、約４６％（２８４万トン）が家庭で発生しているといわれています。 

 

水洗化・生活排水処理人口（すいせんか・せいかつはいすいしょりじんこう） 
 

し尿の水洗化にあわせて生活排水も適正に処理されている人口。合併処理浄化槽、下水道、農業集落排水

施設等で処理されている人口です。 

 

水洗化・生活排水未処理人口（すいせんか・せいかつはいすいみしょりじんこう） 
 

し尿の水洗化はされていますが、生活排水については未処理のまま公共用水域に排出されている人口で

す。単独処理浄化槽のみで処理されている人口です。 

 

生活排水（せいかつはいすい） 
 

水質汚濁防止法によれば、「炊事、洗濯、入浴等人の生活に伴い公共用水域に排出される水（排出水を除

く。）」と定義されています。生活排水の中でし尿を除いたものを生活雑排水といいます。排水中の窒素やリ

ンによる富栄養化など水質汚濁の原因のなかで生活排水の寄与が大きくなり、生活雑排水を未処理で放流す

る単独処理浄化槽に替わって、下水処理施設の完備や合併処理浄化槽の普及が望まれています。また、生活

者としても日常生活の中で、食品や油をそのまま排水口に流さない、洗濯はできるだけまとめて行い石けん

をむだづかいしないといった配慮が必要とされています。 

 

生活排水処理率（せいかつはいすいしょりりつ） 
 

計画処理区域内人口に占める水洗化・生活排水処理人口の割合。水洗化・生活排水処理人口÷計画処理区

域内人口で求めています。 

 

【た行】 
 

中間処理（ちゅうかんしょり） 
 

収集したごみの焼却、下水汚泥の脱水、不燃ごみの破砕、選別などにより、できるだけごみの体積と重量

を減らし、最終処分場に埋立て後も環境に悪影響を与えないように処理することです。鉄やアルミ、ガラス

など再資源として利用できるものを選別回収し、有効利用する役割もあります。 

 

ＤＯ（でぃーおー）  
 

水中に溶解している酸素の量（溶存酸素：Dissolved Oxygen）のことで、川の汚れの指標の一つです。水

質汚濁が進んで水中の有機物が増えると、好気性微生物による有機物の分解に伴って多量の酸素が消費さ

れ、水中の溶存酸素濃度が低下します。溶存酸素が低下すると好気性微生物の活動が抑制され、水域の浄化

作用が低下することからこの値が高いほど水質が良好とされます。 

 

特定家庭用機器再商品化法（とくていかていようききさいしょうひんかほう） 
 

エアコン、テレビ（液晶・プラズマ式及びブラウン管式）、洗濯機・衣類乾燥機、冷蔵庫及び冷凍庫につい

て、小売業者に消費者からの引取り及び引き取った廃家電の製造者等への引渡しを義務付けるとともに、製

造業者等に対し引き取った廃家電の一定水準以上のリサイクルの実施を義務付けたものです。 

 

 トレンド法（とれんどほう） 
 

時間経過に従って変化する現象を、過去のデータ変化に対する近似式を当てはめてモデル化し、それを延

長することで将来の一定期間内における変化を数量的に推計する方法です。本計画では５種類の近似式を用

い、増加具合・減少具合がもっとも現実的な数値を示した式を採用して値を決定しました。  
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【な行】 
 

農業集落排水（のうぎょうしゅうらくはいすい） 
 

農業集落からのし尿、生活雑排水又は雨水を処理する施設をいいます。公共用水域の水質保全、農業用排

水施設の機能維持、農村の生活環境の改善等を目的としています。 

 

【は行】 
 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（はいきぶつのしょり及びせいそうにかんするほうりつ） 
 

廃棄物の排出を抑制し、その適正な分別、保管、収集、運搬、再生、処分等の処理をすることを目的とし

た法律です。廃棄物処理施設の設置規制、廃棄物処理業者に対する規制、廃棄物処理計画の策定等が定めら

れています。 

 

ＢＯＤ（びーおーでぃー） 
 

生物化学的酸素要求量（Biochemical Oxygen Demand）のことで、水中の有機物が微生物によって分解され

るときに消費される酸素の量を表すもので、川の汚れの指標の一つです。この値が低いほど水質が良好とさ

れています。 

 

 プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律 

（ぷらすちっくしげんにかかるしげんじゅんかんのそくしんとうにかんするほうりつ） 
   

プラスチック製品の設計から処理までに関わる、あらゆるプラスチック資源の循環等の取組（３Ｒ＋Ｒｅ

ｎｅｗａｂｌｅ）を促進することを目的とした法律です。主に、プラスチック廃棄物の排出抑制・再資源化

に資する環境配慮設計、ワンウェイプラスチック使用の合理化、プラスチック廃棄物の分別収集、自主回

収、再資源化等に係る方針が定められています。 

 

【や行】 
 

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律 

（ようきほうそうにかかるぶんべつしゅうしゅう及びさいしょうひんかのそくしんとうにかんするほうりつ） 
 

一般廃棄物の減量及び再生資源の利用を図るため、家庭系ごみの大きな割合を占める容器包装廃棄物につ

いて、消費者は分別して排出する、市町村は分別収集する、容器を製造する又は販売する商品に容器包装を

用いる事業者は再商品化を実施するという新たな役割分担を定めたものです。 

 

【ら行】 
 

リサイクル（Ｒｅｃｙｃｌｅ） 
 

廃棄物を再生利用すること。廃棄物等を原材料とする再生利用、焼却して熱を回収するサーマルリサイク

ルなどがあります。 

 

リターナブル容器（りたーなぶるようき） 
 

繰り返し使用される容器。日本では一升びん、ビールびん、牛乳びんなどが代表的で、小売店を通して回

収された後、酒類・飲料・調味料メーカーで洗浄され、中味を詰めて再び商品として販売されます。 

 

リデュース（Ｒｅｄｕｃｅ） 
 

廃棄物の発生を抑制すること。ムダなものは買わず、ものを大切に使うことでごみの発生を抑制します。 

 

リニューアブル（Ｒｅｎｅｗａｂｌｅ） 
   

再生不可能な資源から再生可能な資源に替えること指し、「プラスチック資源循環法」の基本原則であり、

重要戦略として呼びかけられている取組です。例えば石油由来のプラスチックを植物由来のバイオマスプラ

スチックに差し替えるなどがあります。 

 

リユース（Ｒｅｕｓｅ） 
 

物を繰り返し使うこと。一度使用して不要になったものをそのままの形でもう一度使うことをいいます。 
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◇ ごみ処理量内訳 

野木町のごみ排出量                                                    （単位：ｔ） 

資料：小山広域保健衛生組合 実績報告（令和元（２０１９）年度～令和６（２０２４）年度）    
（数値は四捨五入のため、合計値が一致しない場合がある）    

  

  R1 R2 R3 R4 R5 R6 

生ごみ 

家庭系 670.7 691.0 676.2 642.1 613.4 565.5 

事業系 43.1 46.2 55.0 54.7 64.0 70.8 

小計 713.9 737.2 731.2 696.8 677.4 636.2 

もやすしかないごみ 

家庭系 3958.8 4114.2 3987.9 3963.2 3880.2 3905.4 

事業系 1093.0 894.5 871.5 797.3 688.2 675.4 

小計 5051.8 5008.6 4859.5 4760.6 4568.4 4580.8 

不燃ごみ 

家庭系 410.3 434.0 340.0 284.1 263.6 256.4 

事業系 48.7 40.8 24.0 15.6 10.5 8.5 

小計 459.0 474.8 364.0 299.7 274.1 264.8 

有害ごみ 

家庭系 55.5 65.5 61.0 50.2 44.5 50.5 

事業系 0.1 0.1 0.0 0.2 0.0 0.0 

小計 55.6 65.5 61.0 50.4 44.5 50.5 

粗
大
ご
み 

可燃系 

家庭系 4.6 5.0 6.5 11.5 9.1 8.0 

事業系 7.9 7.0 7.7 3.6 3.7 5.9 

小計 12.5 12.0 14.2 15.1 12.9 13.8 

不燃系 

家庭系 8.3 21.2 69.4 76.5 94.7 105.2 

事業系 1.0 3.4 4.9 4.0 2.0 2.8 

小計 9.3 24.7 74.3 80.6 96.7 108.0 

小計 21.8 36.6 88.5 95.6 109.5 121.8 

資
源
物 

新聞 

段ボール 

家庭系 233.5 270.4 268.6 267.2 240.9 234.5 

事業系 0.0 0.6 0.1 0.6 0.8 0.2 

小計 233.5 271.0 268.7 267.8 241.7 234.7 

雑誌・布 

家庭系 322.5 374.2 352.5 329.0 315.2 325.4 

事業系 2.5 5.7 3.6 6.6 7.1 6.9 

小計 325.0 380.0 356.1 335.6 322.4 332.3 

びん・缶 

ペットボトル 

家庭系 220.5 228.3 225.5 224.6 218.9 203.1 

事業系 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

小計 220.5 228.3 225.5 224.6 218.9 203.1 

小計 779.0 879.2 850.2 827.9 782.9 770.1 

プラ容器 

家庭系 157.1 168.5 173.4 170.3 168.6 186.5 

事業系 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 

小計 157.1 168.5 173.4 170.4 168.7 186.5 

剪定枝 

家庭系 287.0 275.5 215.3 235.4 254.4 265.7 

事業系 118.3 112.2 120.4 109.1 112.5 85.5 

小計 405.3 387.6 335.7 344.5 366.9 351.2 

資源物集団回収 154.9 58.8 88.3 84.5 70.0 72.9 

家庭系ごみ 6483.6 6706.5 6464.4 6338.6 6173.4 6178.9 

事業系ごみ 1314.7 1110.4 1087.3 991.7 889.0 855.9 

ごみ総排出量 7798.3 7816.9 7551.7 7330.3 7062.4 7034.8 
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◇ 将来推計 

① 家庭系ごみ排出量                          （単位：記載がないものはｔ） 

  
実績値 推計値※４ 

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

人口（人）※１，２ 25,038 24,913 24,730 24,541 24,408 24,295 24,177 24,042 23,907 

家庭系ごみ原単位（ｇ/人・日）※３ 709.5 735.5 716.2 707.6 692.9 694.9 688.3 682.3 676.3 

家庭系ごみ排出量 6,483.6 6,706.5 6,464.4 6,338.6 6,173.4 6,178.9 6,074.0 5,987.5 5,901.5 

生ごみ 670.7 691.0 676.2 642.1 613.4 565.5 555.9 547.9 540.1 

もやすしかないごみ 3,958.8 4,114.2 3,987.9 3,963.2 3,880.2 3,905.4 3,839.1 3,784.4 3,730.1 

不燃ごみ 410.3 434.0 340.0 284.1 263.6 256.4 252.0 248.4 244.9 

有害ごみ 55.5 65.5 61.0 50.2 44.5 50.5 49.6 48.9 48.2 

粗
大 

ご
み 

可燃系 4.6 5.0 6.5 11.5 9.1 8.0 7.8 7.7 7.6 

不燃系 8.3 21.2 69.4 76.5 94.7 105.2 103.4 101.9 100.5 

資
源
物 

新聞・段ボール 233.5 270.4 268.6 267.2 240.9 234.5 230.5 227.2 223.9 

雑誌・布 322.5 374.2 352.5 329.0 315.2 325.4 319.9 315.3 310.8 

びん・缶・ペットボトル 220.5 228.3 225.5 224.6 218.9 203.1 199.7 196.8 194.0 

プラ容器 157.1 168.5 173.4 170.3 168.6 186.5 183.3 180.7 178.1 

剪定枝 287.0 275.5 215.3 235.4 254.4 265.7 261.2 257.5 253.8 

資源物集団回収 154.9 58.8 88.3 84.5 70.0 72.9 71.7 70.6 69.6 

 

  
推計値※４ 

R6 年度 

構成割合 

R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 

人口（人）※１，２ 23,772 23,637 23,502 23,348 23,194 23,040 22,886 22,732 

家庭系ごみ原単位（ｇ/人・日）※３ 670.3 664.3 658.3 652.3 646.3 640.3 634.3 628.3 

家庭系ごみ排出量 5,832.1 5,731.4 5,647.2 5,559.1 5,486.7 5,384.9 5,298.8 5,213.4 

生ごみ 533.7 524.5 516.8 508.7 502.1 492.8 484.9 477.1 9.2% 

もやすしかないごみ 3,686.2 3,622.6 3,569.4 3,513.7 3,467.9 3,403.6 3,349.1 3,295.2 63.2% 

不燃ごみ 242.0 237.8 234.3 230.6 227.6 223.4 219.8 216.3 4.1% 

有害ごみ 47.7 46.8 46.1 45.4 44.8 44.0 43.3 42.6 0.8% 

粗
大 

ご
み 

可燃系 7.5 7.4 7.3 7.2 7.1 6.9 6.8 6.7 0.1% 

不燃系 99.3 97.6 96.1 94.6 93.4 91.7 90.2 88.8 1.7% 

資
源
物 

新聞・段ボール 221.3 217.5 214.3 210.9 208.2 204.3 201.1 197.8 3.8% 

雑誌・布 307.1 301.8 297.4 292.8 288.9 283.6 279.1 274.6 5.3% 

びん・缶・ペットボトル 191.7 188.4 185.6 182.7 180.3 177.0 174.2 171.4 3.3% 

プラ容器 176.0 173.0 170.4 167.8 165.6 162.5 159.9 157.3 3.0% 

剪定枝 250.8 246.5 242.9 239.1 235.9 231.6 227.9 224.2 4.3% 

資源物集団回収 68.8 67.6 66.6 65.6 64.7 63.5 62.5 61.5 1.2% 

※１ 人口について、令和元（２０１９）年度～６（２０２４）年度実績は「毎月人口調査（１０月１日現在）」より引用 

※２ 令和７年度以降の人口については、人口ビジョンの展望値から令和２（２０２０）、７（２０２５）、１２（２０３０）、

１７（２０３５）年度の数字を割り出し、中間年は直線補完で推計した。次に、直近の令和６（２０２４）年度実績値

と令和６（２０２４）年度の人口ビジョン推計値の差を求め、その値を各年度の人口ビジョンの展望値から差し引いた

値を推計人口とした 

※３ 家庭系ごみ原単位について、令和元（２０１９）～６（２０２４）年度は「家庭ごみ総排出量 ÷ 人口 ÷ 年間日数」

で算出し、令和７（２０２５）年度以降の推計値については、前述のトレンド法による将来推計値を基にした 

※４ 令和７（２０２５）年度以降のごみ排出量推計について、家庭系ごみ排出量は「家庭系ごみ原単位（ｇ/人・日）× 人

口 × 年間日数」で、分別区分ごとの排出量については「各年度の家庭系ごみ排出量 × 令和６（２０２４）年度構成

割合」で、それぞれ算出した 

（数値は四捨五入のため、合計値が一致しない場合がある）  
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② 事業系ごみ排出量                          （単位：記載がないものはｔ） 

  
実績値 推計値※２ 

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

一日あたりの排出量（ｋｇ）※１ 3,601.8 3,033.9 2,978.9 2,716.9 2,435.6 2,338.5 2,303.0 2,232.4 2,172.0 

事業系ごみ排出量 1,314.7 1,110.4 1,087.3 991.7 889.0 855.9 840.6 814.8 792.8 

生ごみ 43.1 46.2 55.0 54.7 64.0 70.8 69.5 67.4 65.6 

もやすしかないごみ 1,093.0 894.5 871.5 797.3 688.2 675.4 663.3 643.0 625.6 

不燃ごみ 48.7 40.8 24.0 15.6 10.5 8.5 8.3 8.1 7.8 

有害ごみ 0.1 0.1 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

粗
大 

ご
み 

可燃系 7.9 7.0 7.7 3.6 3.7 5.9 5.8 5.6 5.4 

不燃系 1.0 3.4 4.9 4.0 2.0 2.8 2.7 2.6 2.6 

資
源
物 

新聞・段ボール 0.0 0.6 0.1 0.6 0.8 0.2 0.2 0.2 0.2 

雑誌・布 2.5 5.7 3.6 6.6 7.1 6.9 6.8 6.6 6.4 

びん・缶・ペットボトル 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

プラ容器 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 

剪定枝 118.3 112.2 120.4 109.1 112.5 85.5 84.0 81.4 79.2 

 

  
推計値※２ 

R6 年度 

構成割合 

R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 

一日あたりの排出量（ｋｇ）※１ 2,119.4 2,072.8 2,031.2 1,993.7 1,959.6 1,928.3 1,899.5 1,872.9 

事業系ごみ排出量 775.7 756.6 741.4 727.7 717.2 703.8 693.3 683.6 

生ごみ 64.1 62.6 61.3 60.2 59.3 58.2 57.3 56.5 8.3% 

もやすしかないごみ 612.1 597.0 585.0 574.2 565.9 555.4 547.1 539.4 78.9% 

不燃ごみ 7.7 7.5 7.3 7.2 7.1 7.0 6.9 6.8 1.0% 

有害ごみ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0% 

粗
大 

ご
み 

可燃系 5.3 5.2 5.1 5.0 4.9 4.8 4.8 0.7% 0.1% 

不燃系 2.5 2.5 2.4 2.4 2.3 2.3 2.3 0.3% 1.7% 

資
源
物 

新聞・段ボール 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.0% 3.8% 

雑誌・布 6.2 6.1 6.0 5.8 5.8 5.7 5.6 0.8% 5.3% 

びん・缶・ペットボトル 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0% 3.3% 

プラ容器 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0% 

剪定枝 77.5 75.6 74.1 72.7 71.6 70.3 69.3 68.3 10.0% 

※１ 一日当たりの排出量については、令和元（２０１９）～６（２０２４）年度は「事業系ごみ総排出量（ｔ） ÷ 年間日

数」で算出し、令和７（２０２５）年度以降の推計値については、前述のトレンド法による将来推計値を基にした 

※２ 令和７（２０２５）年度以降のごみ排出量推計について、事業系ごみ排出量は「一日あたりの排出量（ｋｇ） ×  年間

日数」で、分別区分ごとの排出量については「各年度の事業系ごみ排出量 × 令和６（２０２４）年度構成割合」で、

それぞれ算出した 

（数値は四捨五入のため、合計値が一致しない場合がある） 
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③ ごみ総排出量                           （単位：記載がないものは t） 

  
実績値 推計値※２ 

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 

人口（人） 25,038 24,913 24,730 24,541 24,408 24,295 24,177 24,042 23,907 

ごみ原単位（g/人・日）※１ 853.3 857.3 836.6 818.3 792.7 791.1 783.6 775.2 767.2 

家庭系ごみ排出量 7,798.3 7,816.9 7,551.7 7,330.3 7,062.4 7,034.8 6,914.6 6,802.3 6,694.3 

生ごみ 713.9 737.2 731.2 696.8 677.4 636.2 625.4 615.3 605.6 

もやすしかないごみ 5,051.8 5,008.6 4,859.5 4,760.6 4,568.4 4,580.8 4,502.4 4,427.4 4,355.7 

不燃ごみ 459.0 474.8 364.0 299.7 274.1 264.8 260.3 256.5 252.7 

有害ごみ 55.6 65.5 61.0 50.4 44.5 50.5 49.6 48.9 48.2 

粗
大 

ご
み 

可燃系 12.5 12.0 14.2 15.1 12.9 13.8 13.6 13.3 13.0 

不燃系 9.3 24.7 74.3 80.6 96.7 108.0 106.1 104.6 103.0 

資
源
物 

新聞・段ボール 233.5 271.0 268.7 267.8 241.7 234.7 230.7 227.4 224.1 

雑誌・布 325.0 380.0 356.1 335.6 322.4 332.3 326.6 321.9 317.2 

びん・缶・ペットボトル 220.5 228.3 225.5 224.6 218.9 203.1 199.7 196.8 194.0 

プラ容器 157.1 168.5 173.4 170.4 168.7 186.5 183.3 180.7 178.1 

剪定枝 405.3 387.6 335.7 344.5 366.9 351.2 345.2 338.9 333.0 

資源物集団回収 154.9 58.8 88.3 84.5 70.0 72.9 71.7 70.6 69.6 

 

  
推計値※２ 

R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 

人口（人） 23,772 23,637 23,502 23,348 23,194 23,040 22,886 22,732 

ごみ原単位（g/人・日）※１ 759.5 752.0 744.7 737.7 730.8 724.0 717.3 710.7 

ごみ総排出量 6,607.8 6,488.0 6,388.6 6,286.8 6,203.9 6,088.7 5,992.1 5,897.0 

生ごみ 597.9 587.1 578.1 568.9 561.4 551.0 542.2 533.6 

もやすしかないごみ 4,298.3 4,219.6 4,154.4 4,087.9 4,033.8 3,958.9 3,896.2 3,834.6 

不燃ごみ 249.6 245.3 241.6 237.8 234.7 230.4 226.7 223.1 

有害ごみ 47.7 46.8 46.1 45.4 44.8 44.0 43.3 42.6 

粗
大 

ご
み 

可燃系 12.8 12.6 12.4 12.2 12.0 11.8 11.6 11.4 

不燃系 101.8 100.0 98.5 97.0 95.7 94.0 92.5 91.0 

資
源
物 

新聞・段ボール 221.5 217.7 214.5 211.1 208.4 204.5 201.2 198.0 

雑誌・布 313.4 307.9 303.4 298.6 294.7 289.2 284.6 280.0 

びん・缶・ペットボトル 191.7 188.4 185.6 182.7 180.4 177.0 174.2 171.4 

プラ容器 176.0 173.0 170.4 167.8 165.6 162.5 159.9 157.3 

剪定枝 328.3 322.0 316.9 311.8 307.6 301.9 297.1 292.5 

資源物集団回収 68.8 67.6 66.6 65.6 64.7 63.5 62.5 61.5 

※１ ごみ原単位については、「各年度のごみ総排出量 ÷ 人口 ÷ 年間日数」で算出した 

※２ ごみ総排出量及び、各分別区分ごとの排出量の推計値については家庭系と事業系のそれぞれの推計値を合算して求めた 

（数値は四捨五入のため、合計値が一致しない場合がある）  
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◇ 将来推計（目標達成ケース） 

  年度 
ごみ総排出量※２ 

（t） 
人口 

１人１日当たり排出量 

（g/人・日） 

実
績
値 

令和元年度 7,798.3 25,038 853.3 

令和２年度 7,816.9 24,913 857.3 

令和３年度 7,551.7 24,730 836.6 

令和４年度 7,330.3 24,541 818.3 

令和５年度 7,062.4 24,408 792.7 

令和６年度 7,034.8 24,295 791.1 

推
計
値
※
１ 

令和７年度 6,893.7 24,177 781.2 

令和８年度 6,757.4 24,042 770.0 

令和９年度 6,625.7 23,907 759.3 

令和１０年度 6,515.5 23,772 748.9 

令和１１年度 6,372.8 23,637 738.7 

令和１２年度 6,250.6 23,502 728.6 

令和１３年度 6,126.3 23,348 718.9 

令和１４年度 6,020.7 23,194 709.2 

令和１５年度 5,884.2 23,040 699.7 

令和１６年度 5,766.0 22,886 690.3 

令和１７年度 5,649.7 22,732 680.9 

※１ 推計にあたり、令和１２（２０３０）年度時点で住民１人１日あたりの家庭系もやすしかないごみ排出量が「４００ｇ/

人・日」の目標を達成すると仮定し、令和７（２０２５）～１２（２０３０）年度にかけて、毎年同じ割合で住民１人

１日当たりのもやすしかないごみ排出量が減少すると想定した。令和１３（２０３１）年度以降も、同様の割合で減少

しつづけるものと想定した 

※２ ごみ総排出量は目標値を達成した場合の家庭系ごみ排出量と事業系ごみ排出量を合算して算出した 
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